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要旨 

 

 

本論文は，直流電気鉄道システムの省エネルギー化を目的とし，直流き電ネットワークに接続される電力変換

回路の制御法やその制御系設計法に焦点を当てた研究である。 

一般的な直流電気鉄道システムはダイオード整流器による電力供給を行っているため，回生エネルギーは全

て直流ネットワーク内で消費されなければならない。本研究では，上記の課題によって現状では十分に活用でき

ていない回生エネルギーの有効活用による直流電気鉄道システムのエネルギー効率向上を目的とし，以下の 2

点について検討を行った。 

（1） 回生パワー向上を目的とした回生ブレーキ制御系設計法 

（2） 最大限の回生エネルギー吸収・再利用のための蓄電装置の電力制御法 

直流電気鉄道では，負荷電力と回生電力をバランスさせるための回生ブレーキ制御が車両駆動用インバータ

に実装されている。この制御系のゲインについて，省エネルギー効果と主回路安定性のトレードオフ関係が知ら

れており，列車の運動エネルギーを回生エネルギーとして最大限活用するためには，この制御ゲインを極力大き

くすることが望ましい。そこで(1)では，安定性を保つ範囲内で最大のゲインを設計するため，安定性の観点からワ

ーストケースとなる高速域に着目した新しいモデルに基づく制御ゲイン設計法を提案した。また，提案設計法に

ついて，実スケールの駆動システムを用いた実験検証を行うとともに，試運転によるゲインを上げた際の省エネル

ギー効果の検証を行った。 

回生エネルギー有効活用のため，地上に設置した蓄電装置によって余剰の回生エネルギーを吸収・再利用す

るシステムが提案されている。しかし，そのシステムの電力制御法については，システムの電流を制御する方式と

電圧を制御する方式が提案されており，これまで両者の比較は行われていなかった。そこで(2)では，システムの

動特性の解析を行い，電圧制御方式が省エネルギー効果の観点から優位性を有することを明らかにするとともに，

地上蓄電システムにおける電力制御法の設計指針を提案した。 

本研究は，直流電気鉄道ネットワークに接続される電力変換回路の制御の改良に着目し，鉄道システムの省

エネルギー性という価値を更に高めるものである。 

  



 

 

 

Abstract 

 

 

This paper deals with a control strategy or a method to design control system of power converters which are 

connected to DC-electrified railway network for the purpose of energy saving in DC-electrified railway system. 

It is generally said that regenerative energy should be consumed in the DC network because substations which 

supply power to DC-electrified railway system consist of diode rectifier. Therefore, this study aims at effective 

utilization of regenerative energy which is wasted because of that technical issue in DC-electrified railway system. 

For this purpose, this study focused on 2 solutions which are shown below. 

（1） A method to design of regenerative brake control system for increase of regenerative brake power 

（2） A power control strategy of wayside energy storage system for maximum absorption / reuse of regenerative 

brake energy 

In DC-electrified railway, regenerative brake control which regulates regenerative power corresponding to load 

power is generally applied. In terms of the proportional gain of this regenerative brake control system, a trade-off 

relationship between energy-saving effect and stability of the traction circuit is generally known. Considering this 

trade-off relationship, the proportional gain should be higher for effective utilization of kinetic energy of the vehicle 

as regenerative energy. In (1), a method to design the proportional gain based on a new model considering high speed 

region as a worst case from the viewpoint of stability of the traction circuit was proposed. The proposed method can 

design maximum gain which keeps the traction circuit stable. The proposed method was verified by experiment with 

real-scaled traction system. Furthermore, experimental running test was performed to verify energy saving effect of 

high proportional gain of regenerative brake control system. 

“Wayside energy storage system (WESS),” which can absorb / reuse surplus regenerative brake energy by utilizing 

energy storage devices (ESDs) introduced along the wayside, is proposed. As a power control strategy for WESS, 2 

control strategies have been proposed. One control strategy is current based control. and the other is voltage based 

control. However, there are no comparison between these 2 control strategies. In (2), characteristics of each control 

strategy was revealed from the viewpoint of energy saving through a dynamic analysis.  
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第 1章 

緒論 

 

 

1.1.  研究背景 

1.1.1. 鉄道への期待と地球環境問題への取り組み 

直流電気鉄道は，人やモノの大量輸送が可能であることから，世界中で普及している陸上輸送

システムである。日本でも，明治 5 年に新橋・横浜間で初めて鉄道が運行を開始して以降，現在に

至るまで，日本の主要な輸送手段としての地位を確固たるものにしている。 

 

 

図 1-1. 日本の輸送手段別の旅客輸送量の内訳(1) 

 

 

図 1-2. 旅客輸送部門の消費エネルギーの内訳(2) 
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一方，近年世界中で問題視されている化石燃料の枯渇や地球温暖化といった地球環境問題の

解決という観点からも，鉄道システムは優位性を有している。図 1-1に日本の輸送手段別の旅客輸

送量の内訳を示す(1)。これによると，旅客輸送の約 65.6%を自動車が担っているのに対し，鉄道は

28.7%を担っている。一方，日本における旅客輸送部門の消費エネルギーの輸送手段毎の内訳を

図 1-2 に示す(2)。このデータによると，旅客輸送部門の消費エネルギーの内，自家用車が 79%を

占めているのに対し，鉄道はわずか 8%である。これらのデータから，鉄道は約 3 割近い旅客輸送

量を担っているにも関わらず，そのエネルギー消費の割合が低いことが明らかである。これは，まさ

に鉄道の環境性能の高さを如実に示すデータである。鉄道システムがこのような特徴を持つ主な

理由として，鉄のレール上を鉄の車輪で駆動するというシステム構成に起因する低走行抵抗という

特徴と，電気鉄道システムにおける回生ブレーキ（車両駆動用電動機を発電機として作用させ，車

両の運動エネルギーを電気エネルギーに変換することで得られる制動力）の積極的な活用が挙げ

られる。 

地球温暖化問題に対しては，温室効果ガスの削減に向けて世界規模での取り組みが始まって

いる。1992年に「気候変動に関する国際連合枠組条約 (United Nations Framework Convention on 

Climate Change)」が採択され，地球温暖化対策に世界全体で取り組んでいく枠組みが出来上がっ

た。この条約に基づき，1995 年から気候変動枠組条約締約国会議(COP)が毎年開催されている。

その中で，1997 年に京都で開催された気候変動枠組条約第 3 回締結会議(COP3)において，先

進国の拘束力のある削減目標を明確に示した「京都議定書」が合意され，2005 年 2 月に発効され

た。2015年 11 月 30 日から 2015 年 12 月 13 日にわたって行われた COP21 に先立ち，日本を含

めた世界各国は新たな枠組みに対する約束草案を国連気候変動枠組条約事務局に提出した。そ

の約束草案において日本は，2030 年までに 2013 年度比で 26.0%(2005 年度比で 25.4%)の温室

効果ガスの削減を掲げ，エネルギー起源の二酸化炭素 (CO2)に関しては，2013 年度比で

25.0%(2005年度比で 24.0%)の削減を目指している。 

ここで，図 1-3 に日本の部門別 CO2排出量の推移を示す(3)。図 1-3 より，2016 年度のエネルギ

ー起源 CO2 排出量(産業部門・運輸部門・業務その他部門・家庭部門・エネルギー転換部門の総

和)は 11億 2800万 tである。一方，2013年度のエネルギー起源 CO2排出量は 12億 3500万 tで

あるため，2013 年度比でその削減率は約 8.3%である。したがって，前述した約束草案で掲げる，

2030年度までに CO2排出量を 2013年度比で 26.0%削減するという目標達成のためには，今後さ

らなる省エネルギー化への取り組みが求められると考えられる。 

ここで，二酸化炭素の排出量における部門毎のシェアを見てみると，運輸部門は産業部門に次

ぐ排出量を占めている。このことから，日本が先進国として国際社会に対する責任を果たしていくた

めにも，運輸部門における更なる省エネルギー化の必要性がうかがえる。なお，2016年 5月には，

上述の削減目標の達成に向けた具体的な方策を明示した「地球温暖化対策計画」を策定しており，

その中で鉄道分野の省エネ化にも言及されている。 
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1.1.2. 電気鉄道システムの分類とその特徴(4)(5)(6) 

電気鉄道システムは，車両への電力供給の方式によって，(a)直流き電方式，(b)交流き電方式

に大別することができる。以下に各方式の概要を述べる。なお，表 1-1 に日本で導入されているき

電方式の一覧とき電区間延長に対する比率を示す。表 1-1 より，日本では直流き電方式が約

64.5%を占める主要なき電方式であることが分かる。 

 

(a) 直流き電方式 

直流き電方式における一般的な回路構成例を図 1-4 に示す。直流き電方式では，一定

距離ごとに設けられた変電所(SS: Substation)の整流器（シリコン整流器など）から，電車へ

電力が供給される。変電所間隔はき電方式や線路条件（単線・複線など），標準電圧，編成

当たりの電気車パワー，運転間隔などによって異なるが，大都市圏の通勤区間では 3～

5km程度，都市間を結ぶ線区で 10～15km程度である。一方，地方線区では 20kmを超え

る場合もある。また，直流き電方式では，図 1-4 に示すように，複数の変電所から並列にき

電されることが一般的で，このようなき電方式は並列き電方式と呼ばれている。変電所では

直流高速度遮断器が用いられ，事故時または作業時のき電区分を行うことができる。 

 

 

 

図 1-3. 日本の部門別 CO2排出量の推移(3) 
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(b) 交流き電方式 

ここでは，特に単相交流で車両へ電気を送る方法について扱う。交流き電方式における

一般的な回路構成例を図 1-5 に示す。交流き電方式では，一定間隔(数十 km)ごとに設け

られた変電所のき電用変圧器からき電区分所までの間の電気車に対して電力が供給され

る。交流き電方式では，沿線に，き電用変電所以外に，き電区分するためのき電区分所

(Sectioning post: SP)，及び限定区分するために補助き電区分所(Sub-Sectioning post: SSP)

が設けられている。なお，単相交流き電方式では，「片送りき電方式」と呼ばれる方式を採っ

ており，車両の運行に必要な電力は，常時 1 つの変電所のみから供給される。これは，変

電所相互間の電圧位相が異なるためであり，直流き電方式で行われているような並列き電

は行わず，境界となるき電区分所などにはデッドセクション（異相き電区分用セクション）が

設けられる。 

 

直流き電方式は，ドイツで初めて実用化され，日本では 1895年に京都電気鉄道で採用された。

その大きな理由は，低速域での起動トルクが大きく，速度制御も容易な直流直巻電動機を電車線

電圧からそのまま利用でき，電気車の車上設備が簡単になるためであった。しかし，直流は交流よ

りも電流の遮断が容易ではないことから，遮断器の構造が複雑になることや，同様の理由で電圧を

高くすることが難しく，電流が大きくなるため，短い間隔で変電所を設置する必要があることが課題

である。また，直流き電方式では交流き電方式に比べて電圧が低いため，絶縁隔離を短く設定で

きることにより，トンネル断面を小さくできる等のメリットも有する。このことから，交流き電方式よりも

早い時期から直流き電方式は普及し，現在は通勤輸送線区や地下鉄，路面電車では直流き電方

式が用いられている。なお，加えて，後述するダイオード整流器による電力供給を行っていることに

起因する回生電力利用率の低下といった課題もある。 

表 1-1. 日本で導入されているき電方式(6) 

き電方式 電圧 区間延長比率 

直流き電方式 

600V 2.8% 

750V 1.7% 

1500V 60.0% 

3000V 0.0% 

単相交流き電方式 

(商用周波数方式) 

20kV 21.0% 

25kV 14.3% 

三相交流き電方式 600V 0.3% 

 



 

 

第 1章 緒論 

 

5 

 

一方，交流き電方式では，電力系統の送電線と電車線路を変圧器のみで結ぶ構成を採れるた

め，変電設備は簡単で，かつき電電圧を直流き電方式よりも高く設定できる。その結果，き電電流

が小さく，変電所間隔も長くすることが可能である。上記の理由より，交流き電方式は都市間輸送

や新幹線のような高速運転が必要な路線や，運行頻度がそれほど高くない地方路線に適したき電

方式といえる。また，単相交流き電方式では，車両の走行に必要な電力を変電所の変圧器によっ

て供給している。そのため，き電側で余剰となった回生電力は容易に系統側へ返すことが可能で

あり，直流き電方式で課題となる回生電力の利用率低下といった問題は発生しない。一方，車両

に変圧器と整流器が必要なことに起因する車上設備の複雑化や重量化，電車線路の絶縁隔離が

大きくなるなどの欠点がある。また，車両の単相負荷による三相電源の不平衡・電圧変動や，帰線

電流の一部がレールから大地に流出することに起因する誘導障害に対する対策が必要になる。 

ここで，直流き電方式及び交流き電方式における回生電力に着目する。これまで述べた通り，交

流き電方式は，本質的に回生電力は全て有効活用される。一方，直流き電方式では，変電所がダ

イオード整流器で構成されているため，現状では回生電力が全て有効活用されているとは言えな

 

図 1-4. 直流き電方式の一般的な回路構成 

 

 

図 1-5. 交流き電方式の一般的な回路構成 
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い。そこで本研究では，特に直流電気鉄道システムを対象に，更なる回生電力有効活用を実現す

る方法について研究を行う。また，表 1-1 に示したように，直流電気鉄道システムは日本で主流の

電化方式であるとともに，利用者数が多い都市部において発達していることから，本研究による回

生電力有効活用による省エネルギー化のインパクトは非常に大きい。 

 

1.1.3. 直流電気鉄道システムの電気的特徴 

本研究で着目する直流電気鉄道の電気的な特徴をまとめると，主に以下の 3 点が挙げられる(7)。 

 

 (1) 低電圧大電流： 

鉄道負荷は，1編成で数MWの負荷をとる反面，直流電圧が 1.5kV と低いため，場

合によっては 10kA にも及ぶ低電圧大電流のシステムである。なお，電車は頻繁な力

行・回生を行うため，直流電気鉄道システムの電圧変動は非常に大きい。そのため，

国交省は「鉄道に関する技術上の基準を定める省令」の第 41条 5項において，「電車

線の電圧は，列車の適正な運行を確保するため十分な値に保たなければならない」と

規定している。電車線路において，一般の送配電線路における「公称電圧」に相当す

る「標準電圧」を各鉄道事業者が設定している。例えば，JR では標準電圧 1500V，変

動範囲の最高電圧を 1800V，最低電圧は主要線区で 1100V，その他では 900V とし

ている(4)。 

(2) 回生電力： 

移動し，かつ負荷の都合で消費と発電を行う分散電源が直流ネットワーク内に多数

存在する。 

(3) 不可逆性： 

直流 1.5kV は，多くの場合ダイオードによって整流されているため，回生電力は交

流系統に逆流しない。すなわち，回生電力とそれを消費する力行車の電力は常にバ

ランスしている必要がある。 

 

一般的な直流電気車は走行に必要なエネルギーは車両に搭載していないため，外部の変電所

からき電線を介して電力を供給される必要がある。また，上記の直流電気鉄道システムの特徴でも

述べた通り，一般的な変電所は変圧器とダイオード整流器によって構成されているため，直流から

交流に変換することは原理的に不可能である。したがって，回生ブレーキによって生じた回生電力

を変電所から電力系統へ返すことは不可能であるため，き電線を介して直流ネットワーク内の負荷

で消費しなければならない。このためには，回生車が回生ブレーキを使用する際に，近傍に負荷と

なる他の力行車が在線している必要がある。また，直流電気鉄道システムは上述のように定電圧・

大電流システムであることから，き電線のわずかな抵抗値による電圧降下がパワーフローに及ぼす

影響が無視できない。すなわち，力行車の消費パワーが十分に大きいにも関わらず，回生車との

距離が離れているために回生電力を十分に送ることができない状況も発生し得る。これは，き電線
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の抵抗と，直流ネットワークに接続される機器の過電圧保護の観点からき電線の上限電圧が設定

されていることに起因する。 

もし回生車の近傍に負荷となる力行車が在線していない場合，回生車は回生ブレーキを使用す

ることができず，機械ブレーキによる制動を行うため，車両の運動エネルギーは熱エネルギーとし

て消費されることになる。これを「回生失効」と呼ぶ。一方，力行車が在線しているが，その消費パワ

ーが回生パワーに対して小さい場合を「軽負荷回生状態」と呼ぶ。両者ともに，回生エネルギーの

減少による変電所出力エネルギーの増加，機械ブレーキの摩耗によるメンテナンスの増加等の問

題が生じる。 

また，力行車の消費パワーが十分に大きいにも関わらず，回生車との距離が離れているために

回生電力を十分に送ることができない状況も発生し得る。これは，き電線の抵抗と，直流ネットワー

クに接続される機器の過電圧保護の観点からき電線の上限電圧が設定されていることに起因する。

本論文では，この状況を「遠負荷回生状態」と定義し，上記の軽負荷回生状態と明確に区別して

扱うこととする(8)(9)。 

 

1.1.4. 直流電気鉄道システムにおける回生ブレーキの位置付け(5)(10)(11) 

ここでは，本研究で着目する回生ブレーキについて，直流電気鉄道システムの中での位置づけ

を明確化する。 

まず，鉄道車両駆動において一般的に用いられる誘導電動機のすべり-トルク特性を図 1-6に示

 

図 1-6. 誘導電動機のすべり-トルク特性 
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す。停止状態となっていた回転子が回転を始める(すべり s = 1)と，すべり sが小さくなるとともにトル

クが大きくなり，最大値 τmに達した後，s = 0 に向かってトルクが減少する。このときの最大トルク τm

を停動トルクと呼び，誘導電動機に印加される電圧及び周波数によって変化する。停動トルクの点

を境に，すべりが 0に近づく領域を安定領域，すべりが 1に近づく領域を不安定領域と呼び，誘導

電動機はすべりが小さい安定領域で運転される。なお，モータ回転周波数より小さい周波数を印

加する(s < 0)ことで，負のトルクが発生する領域での運転となる。この領域が発電機として動作する

領域であり，力行時のトルク特性をほぼ逆向きにした特性になる。ただし，回生時にモータに印加

される最大電圧は力行時よりも高いため，両者のトルク特性は正確には異なる。 

図 1-7 に鉄道車両駆動における誘導電動機制御に一般的に用いられる，三相電圧形インバー

タ（VVVF（Variable Voltage Variable Frequency）インバータ）による誘導電動機駆動システムの特性

を示す。低速域では，すべり周波数を固定してモータに印加する電圧と周波数の比を一定に保つ

ことで，モータ電流及び磁束を一定に制御する。この領域はトルクが一定になるように制御されるこ

とから，定トルク領域と呼ばれる。しかし，直流電気鉄道システムでは，インバータの直流入力電圧

が架線電圧で制限されるため，定トルク領域の終端では，インバータの出力電圧が飽和する。この

領域を定電力領域と呼び，すべり周波数を制御することで電流を一定に保つ制御を行い，トルクは

速度に反比例して減少する。しかし，すべりは図 1-6 における停動トルクの点よりも大きくすることは

できないため，何れかの速度ですべり周波数は上限に達する。この領域を特性領域と呼び，モー

タ電流は速度に反比例して減少し，モータトルクは速度の 2乗に反比例して減少する。なお，図 1-

7 の特性は力行時及び回生時に当てはまる特性であるが，回生時はインバータ入力電圧が力行

時に比べて上昇するため，力行時よりも定トルク領域の終端速度は高くなる。また，図 1-7 からも分

かるように，モータは本質的に高速域でトルクが減少する特性を持つ。したがって，直流電気鉄道

 

 

図 1-7. 誘導電動機駆動における速度に対する各種特性 
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車両駆動において，特に高速域ではモータのみで列車全体の制動力をカバーすることは難しく，

回生ブレーキでの不足分を他のブレーキで補う必要がある。 

上記の理由から，近年の直流電気鉄道車両は，回生ブレーキで負担しきれない分を空気ブレ

ーキで補足するという「電空協調制御」を採用している。さらに，制御伝送装置によって列車全体の

ブレーキ力を一括管理し，回生ブレーキを最大限に活用した制動を行うことで，更なる省エネルギ

ー化を実現する。直流電気鉄道車両のブレーキには，常用ブレーキ・非常ブレーキ・保安ブレー

キ・耐雪ブレーキ・抑速ブレーキ・留置ブレーキ等，用途に応じた様々なものがあるが，ここでは常

用ブレーキについて解説する。 

常用ブレーキとは，走行中の列車減速・停止のために常用するブレーキを指す。主な機能として，

乗客の乗車率に依らず減速度を一定とするための「応荷重制御」と，回生ブレーキの優先制御が

ある。ここで，常用ブレーキ制御の概略図を図 1-8 に示す。制御伝送装置は，ブレーキ設定器（運

転士のブレーキ扱い）や保安装置からの常用ブレーキ指令と，ブレーキ制御器からの車両質量情

報を受け取り，列車全体の必要ブレーキ力と回生パターンを演算する。車両駆動用インバータ制

御系では，受け取った回生パターンと他の各種制御を組み合わせた結果として，インバータのゲ

ート信号を生成するとともに，作用したブレーキ量を回生フィードバックとして制御伝送装置に返す。

制御伝送装置にて，この回生フィードバックを空制減算量に変換し，ブレーキ制御器に必要ブレ

ーキ力と空制減算量を送信する。各車両のブレーキ制御器は，必要ブレーキ力から空制減算量を

引いた分のブレーキ力を空気ブレーキとして作用させる。このように，常用ブレーキは回生ブレー

キを優先的に用いる構成となっていることが分かる。また，付随車（T車）優先遅れ込め制御が一般

的に行われている。これは，列車編成中の電動車（M車）の電気ブレーキを優先的に使用し，不足

するブレーキ力を同一編成内の T 車の空気ブレーキから補足し，編成ブレーキ力を分担する方式

である。T車の空気ブレーキでも不足する場合は，M車の空気ブレーキが補足される。 

 

図 1-8. 常用ブレーキの構成と各機能 
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図 1-9 に車両の運転パターンとその際の消費エネルギーの内訳の一例を示す(11)。図 1-7 より，

車両の走行に伴い，車両の運動エネルギーが変化するとともに，各電気機器における損失及び走

行抵抗や曲線抵抗での損失が発生することが分かる。減速時には，前述の電空協調制御によって，

回生ブレーキと空気ブレーキの併用による制動を行っており，車両が持つ運動エネルギーの一部

を回生エネルギーとして活用していることが分かる。現状，車両の消費エネルギーに対する回生エ

ネルギーの割合は概ね 30～40%程度と言われているが，これよりさらに回生ブレーキを活用するこ

とで省エネルギー化に繋がるとともに，ブレーキの制輪子の摩耗を抑えることによるメンテナンスコ

スト軽減も期待される。 

 

1.1.5. 回生エネルギーに着目した省エネルギー化手法 

1.1.3 項で述べたように，直流電気鉄道ネットワーク内で回生ブレーキによる回生電力を有効活

用するためには，「回生失効」と「軽負荷回生状態」，及び「遠負荷回生状態」に対処することが必

要である。また，1.1.4項で述べたように，回生ブレーキの有効活用によって空気ブレーキの制輪子

のメンテナンス軽減も期待できる。ここで現在，研究開発段階にある，電力変換回路を用いて回生

エネルギー有効活用を実現する方策を以下に示す(12)。 

 

Ⅰ) 変電所への PWM整流器の導入(13)(14)(15) 

Ⅱ) 車両駆動用モータの回生性能向上(16)(17)(18)(19) 

Ⅲ) 軽負荷回生制御の改良(20)(21)(22) 

Ⅳ) 蓄電装置の応用(24)-(46) 

 

方策Ⅰでは，変電所のダイオード整流器を双方向に電力変換が可能な PWM 整流器に変更し，

回生電力を電力系統へ返すことで省エネルギー化が図られている(図 1-10)。しかし，ダイオード整

流器と比較して，PWM 整流器は高価格であるため，全変電所に導入することは難しく，費用対効

果の観点から純粋に省エネルギー化を目的とした導入例はわずかである。なお，つくばエクスプレ

ス（2005 年 8 月開業）では路線内の全ての変電所が PWM 整流器で構成されているが，これはル

 

図 1-9. 車両走行時のエネルギー変化(11) 
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ートの延長上に立地している気象庁の地磁気観測所（茨城県石岡市柿岡）において，直流電気鉄

道からのレールから台地に漏洩する漏れ電流が地磁気擾乱を引き起こすのを防止する目的である

(48)。また，PWM整流器では電力系統が回生電力を受け取ることができるかどうかが重要であり，そ

の可否は直流電気鉄道システムとは完全に独立した電力系統側の都合で決まる。すなわち，

PWM整流器による回生吸収効果は，系統側の負荷状態に依存するという不確定要素を持つ。 

方策Ⅱの背景として，近年シリコンカーバイド（SiC）を用いた電界効果形トランジスタ（MOSFET）

やショットキーバリアダイオード（SBD）の 3.3kV 耐圧のものが実用化され，両者を組み合わせたオ

ール SiC の鉄道車両駆動用回路システムも登場していることが挙げられる(18)。SiC-MOSFET は

IGBT に比べ高耐圧・低損失であることから，鉄道車両駆動用回路システムそのものの高効率化・

小型化が実現可能である。さらに，SiC-MOSFET の低損失という特徴を生かすことにより，IGBT に

比べ駆動用モータにより多くの電流を流す設計が可能になる。すなわち，IGBT を用いた主回路シ

ステムに対し，定トルク領域の延伸が可能となる（図 1-11）。ここで，1.1.3項で述べた電空協調制御

と考慮すると，図 1-11 の斜線部のように特に高速域で回生ブレーキ力が向上することによって，駆

 

図 1-10. PWM整流器の構成 

 

 

図 1-11. 回生性能向上のイメージ 
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動用モータの回生ブレーキ力を最大限活用した制動が可能となる。すなわち，鉄道車両のもつ運

動エネルギーの内，より多くのエネルギーを電気エネルギーとして鉄道システム内で再利用するこ

とができる。しかし，上記の実現のためには，駆動用モータの設計も合わせて最適化することが必

須である。すなわち，単にインバータの制御を変更するだけでは十分な回生パワー向上効果は得

られず，モータの仕様変更も同時に行う必要がある。加えて，路線内の全ての車両に対して改造を

施す必要があるため，導入に高いコストがかかるのが現状である。 

方策Ⅲに関して，直流電気鉄道では一般的に回生パワーを負荷とバランスしたパワーに制御す

る軽負荷回生制御法が用いられる(22)。一般的に用いられる軽負荷回生制御系の概略図を図 1-11

に，軽負荷回生制御におけるトルクパターンを図 1-13 に示す。図 1-13 において i1q
*はモータの q

軸電流(トルク電流)指令値(負の値が回生の向き)，vcregは回生車の FC電圧，Vclimは回生絞り込み

開始電圧，Vcmaxは回生絞り込み終端電圧である。図 1-13に関して，絞り込み領域の傾き kpを大き

くすることで，回生時により高い電圧を保つことができ，その結果としてより遠くの負荷まで省エネル

ギー効果が向上することが知られている。しかし，図 1-12 に示すように kp は軽負荷回生制御系の

フィードバックゲインとなっているため，過大となった場合は系が不安定となる(18)。すなわち，kp に

ついて省エネルギー効果と主回路安定性のトレードオフ関係があるといえる。このように回生パワ

ー増加を目的として kp を大きくする方法は，他の手法と比べ省エネルギー効果は小さいが，全て

 

 

図 1-12. 回生ブレーキ制御系の構成 

 

 

図 1-13. 回生ブレーキ制御パターンの一例 
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の直流電気車に実装されていることや，ソフトウェアの書き換えのみで実現できることから，低コスト

に省エネルギー化が実現可能な技術であるといえる。 

方策Ⅳでは，リチウムイオンバッテリ(Lithium-ion battery)や電気二重層キャパシタ(Electric 

Double layer capacitor: EDLC)等の蓄電装置を車上もしくは地上に設置することで，回生失効によ

って無駄になっていた回生エネルギーを一旦蓄電装置に蓄え，必要な時にそのエネルギーを供

給することができ，回生エネルギーの有効利用を実現することができる。現在は蓄電装置のコスト

が高く，費用対効果の観点から導入例は少ないが，蓄電装置の価格が低下すれば，今後さらに導

入例が増えてくると考えられる。蓄電応用の方式としては大きく分けて，地上に蓄電装置を設置し，

き電系統に挿入する方式(24)-(40)（以下，地上蓄電システム）と，蓄電装置を車上に搭載する方式(41)-

(46)（以下，車上蓄電システム）がある。両方式のシステム構成を図 1-13 に，両者のメリット及びデメ

リットを表 1-2にまとめる。表 1-2の通り，車上蓄電方式と地上蓄電方式にはそれぞれメリット・デメリ

ットが存在し，目的に応じて使い分ける必要がある。首都圏の稠密線区では，回生電力は列車相

互間で有効利用されるため，本研究では比較的回生失効が発生しやすい近郊線区において回生

失効を防止し，回生エネルギーを有効利用するために地上蓄電装置を導入することを考える。ま

た，両システムの導入実績を見ると，地上蓄電システムの方が車上蓄電システムよりも多い。したが

って，現時点での蓄電装置の性能を考慮すると，地上蓄電システムの方が現実的な解であるとい

える。 

本論文では，回生エネルギーの有効活用に焦点を当て，直流電気鉄道システムの高エネルギ

ー効率化を実現する方法を明らかにする。具体的には，直流ネットワークに接続される電力変換器

の制御法に着目し，直流ネットワーク内で融通される回生エネルギーを最大化することを目的とす

る。そこで，本研究で扱うのは以下の 2つの技術について検討を行うこととする。 

(1) 回生パワー向上に寄与する軽負荷回生制御系設計法の提案 

(2) 最大限の回生エネルギー吸収・再利用のための地上蓄電装置の電力制御法の検討 

(1)の技術は，車両側の改良に関する他の技術に対し車両駆動用インバータ制御の変更のみで

実装可能である点が大きな利点である。したがって，低コストで，かつ従来設計法よりも大きな回生

パワー向上効果を得ることが可能になる点で，(1)の検討は有用である。また，(2)の技術は，PWM

整流器における系統の負荷といった不確定要素を考慮する必要がないため，回生吸収及び力行

アシストにおける制約が PWM整流器に対して少ない。また，蓄電装置応用技術の中でも，現状の

蓄電装置の性能を考慮して今後導入が進むと予想される地上蓄電システムについて，その充放

電パワーを向上させるための電力制御法設計指針を新しく提案している点で，(2)はメリットを有す

る。上記の 2つの技術について，本論文で解決する課題を 1.1.4及び 1.1.5項で述べる。 
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(a) 地上蓄電システム 

 

 

(b) 車上蓄電システム 

図 1-14. 蓄電システムの構成 

 

 

表 1-2. 地上蓄電システムと車上蓄電システムの比較 

 メリット デメリット 

地上蓄電システム 

蓄電装置の設置場所の 

制約が少ない 

き電抵抗での電圧降下により， 

回生吸収／力行アシスト可能範囲が

限定される 

車上蓄電システム 
理論的に全ての回生パワ

ーを吸収可能 

蓄電装置搭載スペースが限定される 
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1.1.6. 軽負荷回生制御系設計 

軽負荷回生制御系の制御ゲインに関して，その解析的な設計法が提案されている(47)。文献(47)

では，非同期 PWM 領域において，着目する周波数帯域を限定することで簡略化モデルを導出し，

そのモデルに基づく軽負荷回生制御系設計法を提案している。しかし，非同期 PWM は主として

低速域で用いられ，回生電力が大きくなる高速域では 1パルスベクトル制御(49)(50)が用いられること

が一般的である。非同期 PWM 領域では，ベクトル制御によるモータ電流制御系(Automatic 

Current Regulator : ACR)の応答が十分早く，10ms程度の応答が期待できる。一方，1パルスベクト

ル制御適用時のモータ電流制御系の応答時定数は，非同期 PWM 領域での応答時定数よりも遅

くなることが懸念される。しかし，このような高速域の電流制御系の悪化は，文献(47)の設計法では

考慮されていない。それに加え，高速域ではモータパワーが増加するため，直流側の振動拡大を

招きやすくなることから，高速域を想定したゲイン設計法が実用上必要不可欠である。 

 

1.1.7. 地上蓄電システム 

表 1-1に示した通り，地上蓄電システムのデメリットは，蓄電装置が地上に固定されているがため

に，回生吸収・力行アシストが可能な距離が限定されることである。本研究ではこのデメリットに着

目し，より大きな充放電パワーを実現可能な電力制御法を模索する。 

地上蓄電システムの電力制御法について，現状では蓄電装置の電流を直接制御する“電流制

御方式(Current Based Control) (28)-(33)”と，電力変換器の高圧側電圧を制御する“電圧制御方式

(Voltage Based Control) (34)-(40)”が提案されている。国内の導入例を見ると，その大部分が電流制

御方式を採用しているが，省エネルギー効果の観点から両者の理論的・実験的な比較は行われて

いなかった。すなわち，現状では地上蓄電システムの電力制御法の体系的な整理がされていない

ため，直流電気鉄道の高エネルギー効率化に最大限に寄与するシステム設計において，最適な

電力制御法の決定指針を確立することが必要である。 

 

 

1.2.  研究目的 

1.1 節で述べた背景から，本論文では回生エネルギーの有効活用による直流電気鉄道システム

の省エネルギー化を目的とし，これの実現のために以下に示す研究を実施した。 

 

(1) 従来設計法における 1.1.6 項で述べた課題に対し，高速域の 1 パルスベクトル制御を想定

した実用的な軽負荷回生制御系のゲイン設計法を提案するとともに，提案設計法による省

エネルギー効果を実証した。本研究において，主回路制御の安定性の観点からワーストケ

ースとなる，高速域の 1 パルスモードを想定した軽負荷回生制御系モデルを新たに導出し，

そのモデルに基づいたゲイン設計法を提案している点で新規性を有する。なお具体的に

は，本研究で対象とするシステムは非線形要素を含むため，線形化を考慮した 1 パルスモ
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ードにおける軽負荷回生制御系のモデルを提案した。 

 

(2) 1.1.7 項で述べた課題に対し，地上蓄電システムの電力制御法について電流制御方式と電

圧制御方式の両者の特性を明らかにした。本研究は，省エネルギー効果の観点から，地上

蓄電システムの電力制御法における電圧制御の優位性を明らかにするとともに，地上蓄電

システムの電力制御系設計の指針を提案した点で新規性を有する。 

 

以上(1)及び(2)に関する研究により，直流電気鉄道システムの高エネルギー効率化を実現する

とともに，電気鉄道の更なる普及に貢献することが期待される。 

 

 

1.3.  本論文の構成 

第 1章では，本研究の背景と目的を述べた。 

第 2章では，本研究で着目する直流電気鉄道ネットワークに接続される電力変換回路の制御法

を中心に，その問題点を交えながら説明する。 

第 3章から第 5章を通じて，提案する回生パワー向上を目的とした軽負荷回生制御系設計法の

説明と実験検証結果を示す。まず第 3 章では，本論文で提案する軽負荷回生制御系設計法につ

いて説明する。そして，第 4 章で実スケールの主回路システムを用いた実験により，提案設計法の

妥当性の検証を行った結果を示す。最後に，第 5 章で提案設計法を適用した際の回生エネルギ

ー向上効果の検証のために，実車を用いた走行試験を行った結果を示す。 

第 6章から第 7章では，最大限の回生エネルギー吸収・再利用のための地上蓄電システムの電

力制御法に関する検討結果をまとめる。まず第 6 章では，地上蓄電装置システムの解析モデルを

導出し，そのモデルを基に動特性を明らかにすることで，回生エネルギー吸収・再利用に有利な

電力制御法を明らかにする。そして第 7 章では，実験検証により第 6 章で得られた理論解析結果

の検証を行う。また，実スケールの直流電気鉄道システムを模擬した数値シミュレーションによって，

省エネルギー効果についての評価も実施する。 

第 8章は本論文のまとめである。 
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第 2章 

軽負荷回生制御と地上蓄電システムの概要 

 

本章では，潮流電気鉄道システムに接続される電力変換器の制御を中心に，鉄道システムの概

要について述べる。まず，直流電気車の駆動システムの概要及び駆動用モータ制御技術につい

て述べた後，本論文で着目する軽負荷回生制御系について説明する。そして，本論文で着目する

もう一方のシステムである地上蓄電システムについても，実用例の紹介等を通じて“電流制御方式”

“電圧制御方式”について説明する。 

 

 

 

2.1.  直流電気車の駆動システム概要 

2.1.1. 駆動回路(51) 

電気鉄道車両駆動において，19 世紀の実用当初より駆動用電動機として直流電動機が用いら

れてきた。その理由としては，直流電動機は印加電圧を変えることで可変速運転が可能であり，分

圧抵抗のつなぎ替えなど，当時の技術で床下搭載可能な機器で駆動システムを構成できたことが

挙げられる。しかし，直流電動機駆動方式固有の課題として，整流子とブラシのメンテナンスを要

することや，フラッシュオーバがあげられる。また，抵抗制御であれば，主回路の接触器のメンテナ

ンスも必要となる。さらには，電気鉄道では起動トルクが大きくとれる直巻電動機が用いられるが，

技術的に回生ブレーキが難しい等のデメリットもある。上記課題を解決する方法として，インバータ

を用いた誘導電動機の可変速運転技術を鉄道車両駆動に用いることが望まれていた。そんな中，

逆導通サイリスタ（Reverse Conducting Thyristor, RCT）の適用を経て 1980 年代後半に直流

DC1.5kV 電化区間用の車両の駆動用インバータに適用可能な 4.5kV 耐圧のゲート・ターンオフ・

サイリスタ(Gate Turn Off Thyristor, GTO)が実用化されるに至り，誘導電動機による鉄道車両駆動

が普及した。以来，鉄道車両駆動におけるパワーエレクトロニクスの本格適用が始まった。 

直流電気車の一般的な駆動回路を図 2-1 に示す。インバータ直流側の直近には，スイッチング

による電流を平滑化して電圧を一定に保つためのフィルタキャパシタ（Filter Capacitor，FC）が並列

接続され，その先にはインバータの短絡事故時などの際の事故電流の増加率を制限し，遮断器が

作動するまでの時間を確保するためのフィルタリアクトル（Filter Reactor，FL）が直列接続されてい
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る。これらでローパスフィルタを形成することで，レールに流れる信号システムで用いる 25Hz や

30Hzの軌道回路電流を妨害することを防いでいる。パワー半導体デバイスとしては，1組の 3.3kV-

1.2kA の IGBT と逆導通ダイオードを一体にしたモジュールを用い，これら 6 個を冷却器に直結し

たアルミブロック上に配置する。1 台のインバータで定格 120～200kW の誘導電動機を 4 個並列

に駆動するのが一般的である。一般的な鉄道車両駆動においては，回転子のスロットにアルミニウ

ムなどの導体バーが埋め込まれ，端絡環で短絡された三相かご形誘導電動機が使われる。 

 

2.1.2. 車両駆動用インバータ制御(51) 

図 2-2 に示すように，車両用インバータは，低速時には 1kHz 以下の三角波（搬送波）と，これと

同期しない出力電圧指令値（信号波）を比較する非同期多パルスPWMで電圧・周波数を制御し，

40-50km/h 以上で基本波周期に 1 回，1 つだけパルスを出力する 1 パルスモードに移行する。非

 

図 2-1. 直流電気車の一般的な駆動回路 

 

 

図 2-2. 直流電気車駆動に用いられるパルスモードの一例(51) 
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同期 PWMから 1パルスモードへ連続的な電圧変化となるよう，過変調モードや同期 3パルスモー

ドなどが用いられる。1 パルスモードを採用する目的は，スイッチング回数の低減による損失低減と，

インバータ出力最大電圧を入力電圧 DC1.5kV に対して，非同期多パルス PWM の約 950V から

1100Vまで向上し，インバータの電圧利用率を高めるためである。 

図 2-3 に車両駆動用インバータ制御部の全体図を示す。誘導電動機のトルク制御には 32bit の

パワーエレクトロニクス制御用マイコンを使用し，回転センサであるパルスジェネレータ(60-90 パル

ス/回転)を用いてすべり周波数形ベクトル制御を行う。すべり周波数形ベクトル制御については，

2.1.3 項で詳しく述べる。また，速度センサの故障による信頼度低下を防止する目的などにより速度

センサレスベクトル制御を適用する場合もある。1 インバータで 4 個の誘導電動機を並列に駆動す

るため，各軸の回転数差に起因するトルクアンバランスが生じるが，車輪径差 3mm 以内（車輪直

径は 860mmから 780mm程度の間で使用）を管理することで，これを最小限にしている。鉄道車両

駆動特有の制御機能としては，空転再粘着制御，2.1.5項で述べる軽負荷回生制御，2.1.6項で述

べるダンピング制御などが特徴的である。 
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2.1.3. すべり周波数形ベクトル制御(52) 

本項では，直流電気車駆動システムにおいて，誘導電動機駆動に用いられるすべり周波数形

ベクトル制御について説明する。 

モータトルクの発生原理はフレミングの左手の法則により，磁束と電流という二つの要素に起因

する。直流電動機においては，磁束の向きとその電機子電流の向きは，ブラシと整流子により直交

関係が保たれているため，基本的には相互干渉がなく，磁束を一定として電気子電流のみを制御

するため発生トルクを瞬時に制御することが出来る。一方，誘導電動機においては，トルクを発生さ

せる電流と磁束を発生させる電流が明確に分離されておらず，必ずしも磁束ベクトルと，トルクを発

生させる直流機の電機子電流に相当するベクトルとの直交性が保たれておらず，両者の間に相互

干渉があるので，発生トルクを線形かつ瞬時に制御するには工夫が必要である。 

ベクトル制御は回転する主磁束を基準にした回転座標系で交流電動機の電流，電圧，磁束を

表現し，モータトルクを発生原理から 1 次電流を磁束電流とトルク電流に分離してそれぞれ独立に

 

図 2-4. 三相かご形誘導電動機の等価回路 
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制御する方法である。これにより，誘導電動機のトルクについても直流電動機と同様に電流，磁束

の積に比例するようにあらわされるため，精密なトルク制御が可能になる。 

 

(1) 誘導電動機の電圧方程式 

三相かご形誘導電動機の等価回路を図 2-4 に示す。この等価回路から回路方程式を求めると，

(2-1)式を得る。 





































































































































































2w

2v

2u

1w

1v

1u

22

22

22

rerere

rerere

rerere

rerere

rerere

rerere

11

11

11

1w

1v

1u

22

22

22

cos
3

2
cos

3

2
cos

3

2
coscos

3

2
cos

3

2
cos

3

2
coscos

cos
3

2
cos

3

2
cos

3

2
coscos

3

2
cos

3

2
cos

3

2
coscos

22

22

22

0

0

0

i

i

i

i

i

i

pLR
M

p
M

p

M
ppLR

M
p

M
p

M
ppLR

Mp)(Mp)(Mp

)(MpMp)(Mp

)(Mp)(MpMp

Mp)(Mp)(Mp

)(MpMp)(Mp

)(Mp)(Mp'pM

pLR
M

p
M

p

M
ppLR

M
p

M
p

M
ppLR

v

v

v









































 (2.1) 

ここで v1u，v1v，v1wは u，v，w相固定子電圧 i1u，i1v，i1wは u，v，w相固定子電流，i2u，i2v，i2w は

u，v，w 相回転子電圧，R1は回転子巻線抵抗，R2は回転子巻線抵抗，L1’は固定子巻線の自己イ

ンダクタンス，L2’は回転子巻線の自己インダクタンス，M’は各巻線間の相互インダクタンス，θreは u

相固定子巻線を基準として時計回りにとった u 相回転子巻線の角度（電気角），p は微分演算子

（＝d/dt）である。 

固定子巻線，回転子巻線にはそれぞれ漏れインダクタンス l1，l2があり，以下の関係がある。 














MlL

MlL

22

11
       (2.2) 

また，ωreを回転子の角速度（電気角）とすると，以下の関係が導かれる。 
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 dtrere          (2.3) 

(2) 座標変換(三相⇒二相変換・固定座標系への変換・回転座標系への変換) 

ここで，(2.1)式は三相交流で表されているため，電気的特性の把握や制御系の設計をするのに

好ましい形ではない。そこで前述した座標変換を行うことによって，三相交流で表されている電圧

や電流を 2軸直流で表現し，取り扱いを容易にすることを考える。座標変換の過程を以下に示す。 

まず，二相交流に変換する。二相交流座標系（α - β 系）への変換行列[c]は次のように与えられ

る。 
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c    (2.4) 

α - β座標系は固定子，回転子ともに u相を α相とし，α相から π /2進んだ β相をとっている。 

この変換行列を適用すると，(2.5)式の回路方程式を得る。 
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ここで，インダクタンスについては(2.6)式によって再定義している。 
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次に，固定された直交 2軸座標系（d’-q’座標系）への変換を行う。この変換行列を以下に示す。

誘導電動機の場合，一般的には u相を d’軸とする。 
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これを適用すると次の回路方程式を得る。 
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  (2.8) 

ここで，固定子電流 i1d’と i1q’は変換過程から明らかなように，i1αと i1βと等しい。そして i1αと i1βは電

源角周波数ω1の交流である。つまり，i1d’と i1q’は角周波数ω1の交流である。また i2α，i2βや i2u，i2v，

i2wは，各々の固定子電流によって生じる角周波数 ω1の回転磁界に起因する電磁誘導によって流

れるものである。また，回転子は ωre で回転していることから，(2.9)式で表される角周波数の交流で

あることが分かる。ここで ωseはすべり角周波数である。 

re1se          (2.9) 

また i2d’， i2q’も ωreで回転し，ωseの角周波数をもつので，以下に示す角周波数の交流である。 

sere1          (2.10) 

しかし，d’-q’座標系では固定子側の諸量は直流であるが，回転子側の諸量は交流である。そこ

で，回転子側の諸量を直流量で扱えるようにするために，さらに角速度 ω1 で回転する座標系（d-q

座標系）への変換 d-qを行う。d-q座標系への変換行列は[c]は，次式のようになる。 
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00cossin

00sincos

c     (2.11) 

ここで，d軸は d’軸から時計回りにとった角度 θの位相にある軸を，q軸はそれより π /2進んだ位相

にある軸と定義し，θは(2.12)式で表される。 

 dt1        (2.12) 

変換行列を適用すると(2.13)式の回路方程式が得られる。また，その等価回路を図 2.2に示す。 



 

 

第 2章 軽負荷回生制御と地上蓄電システムの概要 

 

25 

 













































































2q

2d

1q

1d

222re1re1

2re122re1

11111

11111

1q

1d

0

0

i

i

i

i

pLRL)(pMM)(

L)(pLRM)(pM

pMMpLRL

MpMLpLR

v

v









(2.13) 

ここで，固定子電流 i1d，i1qと回転子磁束を状態変数として表現することを考える。回転子磁束は

以下の式で表される。 

2q21q2q

2d21d2d

iLMi

iLMi








      (2.14) 

これを代入して整理すると次式の状態方程式が導かれる。 

 

図 2-5. d-q軸座標で表した誘導電動機の等価回路 
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  (2.15) 

ここで σは漏れ係数であり，次式で定義される。 

21

2

1
LL

M
        (2.16) 

さらに，式の簡単化のため，R12を次式のように定義した。 

2

2

2
112 R
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M
RR 








       (2.17) 

このように電流，電圧，磁束などの電気的諸量はすべて直流量になるので，複雑な交流現象を直

流現象として扱うことができる。 

 

(3) 誘導電動機のトルクとすべり周波数形ベクトル制御 

誘導電動機のトルクは，回転子磁束とこれに直交する固定子電流の積和として表される。よって，

誘導電動機のトルク Teは次式になる。 

)( 2q1d2d1qe iiiiPMT        (2.18) 

(2.14)式により，(2.18)式は以下のようになる。 

)( 2q1d2d1q

2

e  ii
L

M
PT        (2.19) 

ここで，Pは極対数を表す。 

誘導電動機のトルクは(2.19)式で表されるので，トルク制御を簡便にするためには，d 軸回転子

磁束 Φ2dをある値に保ち，発生トルクが d 軸回転子磁束 Φ2d と直交する電流 i1qに比例するように

制御することが考えられる。そこで q軸回転子磁束 Φ2qを 0にすると，トルクは次式で表される。 

2d1q
2

e i
L

M
PT         (2.20) 

d 軸回転子磁束 Φ2dを一定に制御することで，トルクは q 軸固定子電流 i1qに比例する。以下に q

軸回転子磁束 Φ2qを 0に制御する方法について説明する。 
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まず，(2.15) 式を書き換えると次のようになる。 
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   (2.21) 

ここで，すべり角周波数を次式で制御するとする。 
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        (2.22) 

ただし，回転子磁束の推定は次式を用いるものとする。 
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(2.21)，(2.22)式を (2.20)式に代入することにより，次式の微分方程式が得られる。 













 




































 

2q

2d2d

2

2

2d2

1q2

2d2

1q2

2

2

2q

2d2d











 ˆ

L

R

ˆL

MiR

ˆL

MiR

L

R

p

*

   (2.24) 

上式より，Φ2d－Φ*2d，Φ2qは任意の初期値から，時定数 L2/R2で 0 に収束することがわかる。従っ

て，q軸回転子磁束鎖交数を 0に制御するためには，すべり角周波数を(2.22)式により制御すれば

よい。また，このとき Φ2dは Φ*2dと一致し，(2.23)式より次式が成り立つ。 

1d2d Mi*        (2.25) 

これを(2.22)式に代入するとすべり角周波数は次式で表される。 
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これまでで示したように，すべり周波数制御を用いることで q 軸回転子磁束を 0 に制御すること

が可能となる。そして，このときの回路方程式は次式で表される。 
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(4) 非干渉化制御 

すべり周波数形ベクトル制御を適用したときの回路方程式((2.27)式)において，d 軸に関する諸

量と q 軸に関する諸量の間に干渉があるため，単純なフィードバック制御だけでは干渉成分が外

乱となり，制御性能を悪化させる。そこで，外乱である干渉成分を推定し，これをフィードフォワード

的に打ち消す非干渉化制御を行う。具体的には干渉成分を電流と回転子速度から推定して電圧

を補正するもので，電流のフィードバックによって決定される v1d’，v1q’に以下に示すような補償を加

えた v1d ，v1qを電流制御器の出力とするものである。 
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     (2.28) 

よって，(2.28)式を(2.27)式に代入すると，回路方程式は次式のように変形され，d 軸の変数と q 軸

の変数を独立に制御できるようになる。 
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(2.29) 

しかし，電流指令値を用いて非干渉化を行う場合，過渡時には電流指令値に対する実電流の

遅れに起因して，電気子反作用起電力と補償電圧に相違が生じ，厳密な非干渉化とはならない。

そこで，制御対象である誘導電動機が電気的には RL 回路であることに着目し，電流指令値に対

する実電流の応答は，厳密にプロパーかつ最終値が 1 である遅れ要素の伝達関数 Gp(s)になると

みなせる。つまり，実電流と電流指令値との関係式は次式で表せるとし，非干渉項にこのGp(s)を乗

じる方法を考える。 
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このような補償を行うことで，実電流の高調波成分による影響を受けずに，実電流による非干渉化

と同様な効果が期待できる。このときのブロック線図を図 2-6 に示す。ここで，GPId(s)は電流制御器

の伝達関数である。 

 

(5) 電流制御系の設計 

図 2-6 に示した電流制御系の具体的設計法を示す。設計に当たり，制御演算に要するむだ時

間は無視し，インバータは理想的 21 に指令値通りの電圧が出力できるものと仮定した上で，連続



 

 

第 2章 軽負荷回生制御と地上蓄電システムの概要 

 

29 

 

時間系にて設計を行う。図 2-6 より，制御演算の結果として得られる電圧ベクトルは(2.31)式のよう

になる。 
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また，(2.30)式より以下の関係式が導かれる。 
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この関係を用い，(2.31) 式から i1d*，i1q*を消去して整理すると，(2.33)式を得る。 
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(2.33)式を(2.27)式の回路方程式に代入して整理すると次式を得る。 

 

図 2-6. 非干渉化制御器の構成 
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(2.34) 

ここで，電流ベクトル[i1d i1q]Tは恒等的に 0にならないので，(2.34)式が常に成立するためには左

辺の 2×2 行列が恒等的に 0 行列とならなければならない。したがって，次式の関係を満たす制御

器を構成する必要がある。 
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     (2.35) 

電流制御系の伝達関数 Gp(s)の分母の次数は極力低いほうが上位の制御系設計が簡単になる

ことと，オーバーシュートが少なく，かつ指令値に高速に追従することが望ましいことから，Gp(s)を

以下のように，時定数 Tdの一次遅れ要素とする。 
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(2.35)式および(2.36)式から，電流偏差補償器は次式で表される。 
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ここで，kpd，kidは d 軸電流制御器の比例・積分ゲイン，kpq，kiqは q 軸電流制御器の比例・積分ゲ

インを示している。上式から分かるように，Gp(s)は一次遅れ要素であるから，補償器は PI 補償器と

なる。ここで PI 制御器の比例ゲインと積分ゲインは，電動機の回路定数と制御仕様である Td から

決まる。このことは電流指令値による非干渉化を行っても，制御仕様通りの制御系を実現できること

を示している。具体的な電流制御系の構成を図 2-7に示す。 

これまでに述べた理論を実際の制御系に適用するにあたって，回転センサ付ベクトル制御系全

体の構成を図 2-8に示す。導電動機にはエンコーダ等の位置センサが取り付けられており，そのセ

ンサからの信号を基に回転子位置および速度が演算される。その演算された位置に基づき，電流

センサによって検出された三相の電流値は d-q軸座標系の電流値に変換され，これを電流制御器

にフィードバックして，電流指令値との PI演算から指令電圧が演算される。また，演算された速度と

d-q 軸座標系の電流値から，すべり角周波数と電源角周波数が演算される。そして，その演算され

た電源角周波数と電流指令値を用いた非干渉化補償が行われ，最終的な電圧指令値が生成され

る。そして，d-q 軸座標系での指令電圧を，検出した回転子位置を用いて三相の指令値に変換し

てインバータへの入力としている。  
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図 2-7. 電流制御系のブロック線図 

 

 

 

 

図 2-8. IMの間接形ベクトル制御系の全体構成 
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2.1.4. 1パルスベクトル制御(49)(50) 

2.1.1項で述べたように，鉄道車両システムに用いられるモータ駆動用インバータにおいては，高

速域の運転では電圧利用率の向上やスイッチング損失の低減を目的とした 1 パルスモードを適用

することが一般的である。1パルスモードではインバータの出力電圧の大きさが一定となることから，

電圧ベクトルの位相のみを操作することによる制御となる。また，d 軸と q 軸の電流関係が拘束され，

2 軸の電流をそれぞれ独立に制御することが不可能となる。そのため，電圧ベクトルの長さ・位相と

いう 2 つの自由度を有し，2 軸の電流をそれぞれ独立に制御することができるベクトル制御と比較

すると，制御応答性は悪化する。 

本研究にて車両駆動に適用する 1 パルスベクトル制御のブロック線図を図 2-9 に示す。図 2-9

では，電圧飽和状態で d 軸電流および q 軸電流のフィードバックによる電流制御が不可能となる

代わりに，所望の電圧ベクトルの大きさと，インバータが出力できる最大の電圧ベクトルの大きさの

偏差を基に，磁束指令値を補正するループが追加されている。このループにより，電圧飽和時にト

ルク変動に伴う磁束の変動を磁束指令値に反映することで，結果的に q軸電流の調整が行われる。

その結果，1 パルスベクトル制御時におけるモータのトルク制御が実現される。ここで，vs は電圧ベ

クトルの長さ，θ は電圧位相角，ωs
*はすべり角周波数指令値，ω1 はインバータ出力角周波数，ωre

はモータ回転子角周波数を表す。 

1q11
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図 2-9. 1パルスベクトル制御のブロック線図 
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ここで， k は次式で定義する。 
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        (2.46) 

1 パルスベクトル制御では，(2.38)式及び(2.39)式を用いてモータへ印加する電圧をフィードフォワ

ード的に演算する。また，(2.40)式と(2.41)式を用いて極座標変換を行い，電圧ベクトルの長さにリミ

ッタをかけている。(2.42)式は 1パルスベクトル制御におけるすべり周波数指令値の決定式を表し，

(2.43)および(2.44)式は 1 パルスベクトル制御適用時の d-q 軸電圧指令値をそれぞれ表す。また，

1 パルスベクトル制御では，(2.45)式に示すように，所望の電圧ベクトルの大きさと実際値の偏差に

基づいた磁束補償ループを設けている。 

 

2.1.5. 軽負荷回生制御系 

本項では，一般的な直流電気車に実装されている軽負荷回生制御について説明する。図 2-10

に軽負荷回生制御系の構成を示す。軽負荷回生制御の目的は主として以下の 2点である。 

 回生時の過電圧防止 

 負荷電力とバランスした回生電力に制御 

負荷電力とバランスした回生電力に制御することで，軽負荷時にも回生ブレーキを最大限活用

することが可能となる。ここで，図 2-10 におけるトルク電流指令値のパターンを数式で表すと(2.46)

のようになる。 
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   (2.46) 

本研究では，(2.46)式おける kp の設計法について焦点を当て，主回路安定性を保つ範囲で最大

の kpを設計することを目指す。 

 

2.1.6. ダンピング制御 

鉄道車両主回路の制御には，ベクトル制御によるトルク制御に加え，上位制御系として，各種の

主回路制御機能がある．ここではその一つであるダンピング制御について説明する。 

2.3.3 項でも述べたように，インバータ制御車などのスイッチングを伴う車両の主回路機器は，軌

道回路電流の妨害を防ぐために，インバータの直流側に LC フィルタ回路を構成する。この LC フ

ィルタ回路は構成しているリアクトルとコンデンサの内部抵抗が小さく，共振周波数付近の周波数

成分に対して，先鋭度（Q 値）の高い特性を示す．このため LC フィルタ回路の共振周波数付近の

振動を引き起こす。これを防止するためにフィルタコンデンサ電圧の位相進み補償器出力に比例

して，電動機トルクを補正するダンピング制御が用いられる(53)。図 2-11 にダンピング制御系の構成

を示す。位相進み補償にはカットオフ周波数 1/Tda の擬似微分を用い，ダンピング制御の効きはダ

ンピング制御ゲイン kdaを用いて調整する。 

 

図 2-10. 軽負荷回生制御系の構成 
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図 2-11.ダンピング制御系の構成 
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2.2. 地上蓄電システム 

2.2.1. 想定システムと等価回路モデル 

本論文で想定する地上蓄電システムの構成を図 2-12 に示す。また，表 2-1 に図 2-12 における

各変数の詳細を示す。地上蓄電システムの構成として，蓄電装置の充放電制御のための DC-DC

コンバータがあり，その高圧側には車両と同様に FL と FC で構成される LC フィルタ，低圧側には

FL と蓄電装置が接続されている。なお，車両の主回路構成はこれまで述べたものと同様である。

第 1 章に述べた通り，蓄電システムの制御方式については，電流制御方式と電圧制御方式が一

般的に用いられる。電流制御方式では isを直接制御するのに対し，電圧制御方式では vcs を制御

することで，蓄電装置の充放電制御を行う。 

車両駆動用インバータ制御において，2.1.3 項に述べた通り駆動用モータの電流制御を行うこと

が一般的である。したがって，図 2-12 における車両のインバータ・モータ部分は等価的に電流源と

してみなすことができる。一方，蓄電システムはその制御方式によってモデルが異なる。電流制御

方式では，蓄電システムは電流源モデルとしてみなすことができるのに対し，電圧制御方式では電

圧源モデルとしてみなすことができる。上記のようなモデル化を施した等価回路モデルの概要を図

2-13に示す。 

ここで，図 2-13 における電流制御方式と電圧制御方式の特性を考える。電流源としてあらわさ

れる車両モデルとの間のパワーフロー制御の観点では，地上蓄電システムも電流源モデルとする

 

図 2-12. 本研究で想定する地上蓄電システム 

 

 

図 2-13. 等価回路モデル 
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と両者が電流を制御することになり，パワーフロー制御における自由度がなくなってしまうことが考

えられる。一方，電圧制御方式を適用した場合，車両側は電流源モデル，地上蓄電システム側が

電圧源モデルとして動作するため，両者間のパワーフロー制御を適切に行うことができると考えら

れる。上記の特性については，第 6章及び第 7章にて検証を行う。 

  

表 2-1. 図 2-12における変数の詳細 

Symbol Quantity 

vss Output voltage of the SS 

vpvh Output voltage of the vehicle 

vps Output voltage of the ESS 

vcvh FC voltage of the vehicle 

vcs FC voltage of the ESS 

vesd Terminal voltage of the ESD 

iss Output current of the SS 

ivh Output current of the vehicle 

is Output current of the ESS 

iivh Current of the traction inverter of the vehicle 

iis Current of the DC/DC converter of the ESS 

iesd Current of the ESD 

vcs
* Reference value of FC voltage of the ESS 

iesd
* Reference value of current of the ESD 

v0 Collector-emitter voltage 

d1 Distance between the SS and the vehicle 

d2 Distance between the vehicle and the ESS 

Pvh Power of the vehicle 

Ps Power of the ESS 

α Duty of DC/DC converter 

Rvh FL resistance of the vehicle 

Rs FL resistance of the ESS (High voltage side) 

Rch FL resistance of the ESS (Low voltage side) 

Lvh FL inductance of the vehicle 

Ls FL inductance of the ESS (High voltage side) 

Lch FL inductance of the ESS (Low voltage side) 

Cvh FC capacitance of the vehicle 

Cs FC capacitance of the ESS 

RL1 Feeder resistance between the SS and the vehicle 

RL2 Feeder resistance between the vehicle and the ESS 
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2.2.2. 電流制御方式 

図 2-14に，蓄電装置電流 iesdの制御系の構成を示す。電流制御系は PI制御器とし，電流制御

系の比例ゲインを kcp，積分ゲインを kciとする。ここで，図 2-14における iesd制御系のゲイン設計法

について述べる。iesd 制御系において，iesd
*から iesd までの開ループ伝達関数 GiOPEN(s) は (2.47) 

式で表される。 

sRsL

ksk
sG

chch

cicp
iOPEN






2
)(

     (2.47) 

ここで，(2.48)，(2.49)式のように kcp，kciを設計することで，電流制御ループを時定数 Tacrの一次遅

れとすることができる。 

acr

ch
cp

T

L
k 

       (2.48) 

acr

ch
ci

T

R
k 

       (2.49) 

図 2-15に，iesd制御系に上記設計法を適用することにより，iesd
*から iesdまでの 1次遅れの応答が実

現された場合の電流制御方式の制御系モデルを図 2-15 に示す。図 2-15 において，α は 2 象限

チョッパの通流率を表す。また，図 2-15における電流指令値 iesd
*の決定法を図 2-16に示す。図 2-

16のパターンに基づき，(2-50)式に従って iesd
*を決定する。 

  cmaxpmaxpsCrefesd IVvki
*

      (2.50) 

なお，kCrefは図 2-15における指令値決定パターンの傾きを表す。 
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図 2-14. 電流制御系(ACR)の構成 

 

 

図 2-15. 電流制御方式の制御系モデル 

 

 

図 2-16. 電流指令値決定法 
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2.2.3. 電圧制御方式 

図 2-17 に電圧制御方式の制御系モデルを示す。2.2.2 項で述べた電流制御系のアウタールー

プに電圧制御ループを追加している。ここで，電圧制御系の設計法について述べる。ここで，電圧

制御ループに FC モデルが含まれることを考慮し，電圧制御系のコントローラには P 制御を適用す

ることとし，比例ゲインを kvp とする。図 2-17 において，電流制御系の応答が電圧制御系の応答に

比べて十分速いと仮定すると，vcs
*から vcsまでの閉ループ伝達関数GvCLOSED(s) は (2.51) 式で表

される。 

s
k

C
sG

vp

s
Vcl

1

1
)(




       (2.51) 

(2.51)式より，応答時定数 Tavr の電圧制御系を実現するためには，kvp は(2-52)式に従って決定す

ればよい。 

avr

s
vp

T

C
k


        (2.52) 

また，図 2-17における電流指令値 vcs
*の決定法を図 2-18に示す。図 2-18のパターンに基づき，

(2.53)式に従って vcs
*を決定する。 

 ***
VvkVv midpsVrefmidcs       (2.53) 

 

図 2-17. 電圧制御方式の制御系モデル 

 

 

図 2-18. 電圧指令値決定法 
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なお，kVrefは図 2-18における指令値決定パターンの傾きを表す。 

 

2.2.4. 地上蓄電システムの実用例(54)(55)(56) 

本項では，日本国内で実用化されている地上蓄電システムの例を示し，各ケースで用いられて

いる電力制御方式を見ていく。 

 

(a) 京浜急行電鉄・フライホイール（逗子線）(55) 

京浜急行電鉄・逗子線は本線から分岐する 5.9km の支線であり，本線の変電所から方

送りき電を行っている。そのため，輸送力増強を冷房車の導入による支線末端での電圧降

下が問題となっていた。そこで，本線分岐から 5.0km の地点にフライホイールポストを設置

し，1988年から稼働を開始した。 

フライホイールの外観を図 2-19に，仕様を表 2-2に示す。蓄電装置本体は横型構造とな

 

図 2-19. 逗子フライホイールの外観(55) 

 

表 2-2. 逗子フライホイールの仕様(55) 

Flywheel 
Energy 25kWh 

Rotation speed 2100～3000 rpm 

Motor 

Type Three-phase squirrel cage 

induction motor 
Power 

Charge: 1800kW 

Discharge: 3000kW 
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っており，三相交流かご形誘導電動機とフライホイールが格納されている。フライホイール

の充放電制御パターンを図 2-20 に示す。3 種類の制御モードを使用し，時刻・季節に応じ

て切り替え運転を行っている。なお，逗子線における車両の軽負荷回生制御パターン(図

2-10)は，Vclim=1700V，Vmax=1780Vである。図 2-20から，蓄電装置の充放電制御において

は，2.2.2項に示した電流制御方式が採用されていることが分かる。 

 

(b) JR西日本・リチウムイオン電池（北陸線・新疋田変電所）(56) 

新疋田変電所は，日本でも有数のループ線を用いた勾配区間への給電を行う。そこで，

2006 年 9 月に電圧降下対策として地上蓄電システムの運用を開始した。新疋田変電所に

設置された地上蓄電システムは，IGBTを用いた双方向 DC/DCコンバータとリチウムイオン

 

図 2-20. 逗子フライホイールで用いられている充放電制御パターン(55) 
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バッテリー(178セル直列)を 1ユニットとし，合計 3ユニットで構成されており，その仕様を表

2-3に示す。新疋田蓄電装置には，「電圧補償モード」と「回生吸収モード」があり，両モード

の制御パターンを図 2-22に示す。図 2-22から，本ケースにおいても 2.2.2項に示した電流

制御方式が蓄電装置の充放電制御として採用されていることが分かる。 

 

 

 

図 2-21. 新疋田蓄電装置の外観(56) 

 

表 2-3. 新疋田蓄電装置の仕様(56) 

Energy  

Storage  

System 

Storage device Lithium-ion battery 

Rated voltage 650V 

Energy capacity 115kWh 

Maximum current 
Charge: 390A 

Discharge: 740A 

Power 

converter 

Main circuit system Bidirectional DC/DC converter 

Control PWM control (Carrier: 700Hz) 

Power device IGBT 
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図 2-22. 新疋田蓄電装置の制御パターン(56) 
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第 3章 

軽負荷回生制御系のゲイン向上による省エネルギー化 

 

本章では，まず静特性解析により，「遠負荷回生状態」において kpを大きくすることによる回生パ

ワー向上効果を検証する。また，その結果を数値シミュレーションによって検証を行う。 

 

 

 
3.  

 
 

3.1. 静特性解析 

3.1.1. 軽負荷回生状態の静特性 

ここでは，ベクトル制御された誘導電動機(Induction Motor : IM)を駆動用モータとして用いるイン

バータ車を想定する。なお，本検討では力行時と回生時それぞれについて静特性の導出を行う。

その際，インバータでの損失を無視すると，図 2-10 に示した車両主回路におけるインバータの直

流側電力と交流側電力について(3.1)式が成り立つ。なお，v1d，i1d はそれぞれ d 軸の電流及び電

圧を，v1q，i1qは q軸の電流及び電圧である。 

1q1q1d1diregcreg iviviv       (3.1) 

ここで，vcは FC 電圧，iinvはインバータ入力電流を表す。さらに，固定子での d 軸電流による銅損

v1di1dは，v1qi1qに比べ十分小さいとすると，(3-1’)式が成り立つ。 

1q1qiregcreg iviv        (3.1’) 

また，想定するき電回路図を図 3-1 に示す。図 3-1 で用いられている記号の意味を表 3-1 に示

す。ここでは，(1)力行車の静特性，(2)回生車の静特性，(3)軽負荷回生状態の静特性の順に導出

を行う。 

 

(1)力行車の静特性 
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定トルク領域および定出力領域では，モータトルク電流 i1q は一定に制御される。また，ベクトル

制御状態での q軸電圧 v1qは，定常状態では(3.2)式で表される。 

2d

2

11q111d111q )()( 
L

M
i

dt

d
LRiLv    (3.2) 

ただし，R1は一次抵抗，L1および L2は一次および二次自己インダクタンス，M は相互インダクタン

ス，σ は漏れ係数，ω1は回転子角周波数，φ2dは二次磁束である。ここで，i1d，i1qおよびφ2dが一

定と仮定すると，ω1 も一定であることから，v1q も一定とみなせる。したがって，力行時にはインバー

タは vcに依らず一定の電力 v1qi1qをモータに供給する。ここで，モータへの入力電力を Pm=v1qi1qと

おくと，力行時のインバータの静特性は，(3.3)式で表される。 

1

cm

1

c1q1qipw


 vPvivi      (3.3) 

 

 

図 3-1 想定するき電回路 

 

表 3-1 図 3-1における記号の意味 

記号 意味 単位 

vcreg 回生車の FC電圧 [V] 

Vcpw 力行車の FC電圧 [V] 

iipw 力行車のインバータ直流側電流 [A] 

iireg 回生車のインバータ直流側電流 [A] 

Pm1 回生車モータ出力 [kW] 

Pm2 力行車モータ出力 [kW] 

Cpw 力行車 FC静電容量 [F] 

Creg 回生車 FC静電容量 [F] 

Lpw 力行車 FLインダクタンス [H] 

Lreg 回生車 FLインダクタンス [H] 

 

Inverter

1

Motor

1
Inverter

2

Motor

2

Lreg

Cpw
Creg

Re

ipwireg
vcpwvcreg

Lpw
iireg iipw

Regenerating train Powering train

Pm1 Pm2
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(2)回生車の静特性 

回生時については，第 2 章で導出された軽負荷回生制御系におけるトルク電流指令値のパタ

ーンを数式表現した(2.46)式を(3.1’)式に代入すると，回生車の静特性を表す(3.4)式を得る。 

 

   

 






















ccmax

cmaxcclim
1

ccmax1qp

climc
1

c1qmax1q

inv

0

1

vV

VvVvVvk

VvvIv

i







  (3.4) 

 

(3)軽負荷回生状態のき電回路の静特性 

図 3-1 に示すき電回路において，回生車が軽負荷回生制御を行っている状態（軽負荷回生状

態）におけるインバータの静特性を導出する。なお，各部電圧・電流の正方向は矢印の向きにとり，

図 3-1 では，力行車と回生車が在線し，その間のき電抵抗が Re [Ω]であると想定している。このと

き，回生車の回生電力より軽負荷な力行車に対し，回生車が軽負荷回生を行った場合，FC 電圧

の動作点は図 3-2 のように決まる。図 3-2 において vcregおよび vcpwは回生車及び力行車の FC 電

圧，iiregおよび iipwは回生車および力行車のインバータ直流側電流であり，全て図 3-1の矢印の方

向を正としている。 

図 3-2 において，回生車の静特性 (iireg) は (3.4) 式より得られ，FC 電圧が回生絞り込み電圧

より低い領域では iireg は等パワー曲線となる。一方，力行車の静特性 (iipw) は (3.3)式から得られ

る等パワー曲線となる。回生電力が力行車の消費電力より大きい場合(軽負荷回生制御状態)は，

(3.3)式に従い vcreg に伴って iireg が絞り込まれ，最終的に回生電力と力行車の消費電力が等しい

点，すなわち iireg曲線と iipw曲線の交点で平衡する。ここで，Pattern 2は Pattern 1に比べ，Vclim(kp)

を高くした場合である。図 3-2 より，Vclim(kp)を高くした場合，FC 電圧の動作点はより高くなることが

わかる。 

 

3.1.2. 「遠負荷回生状態」の静特性 

本研究では，軽負荷回生制御ゲイン kpを大きくすることによる省エネルギー化の余地として，「遠

負荷回生状態」に着目している。これは，回生車に対する力行車負荷が軽い軽負荷回生状態に

対し，回生車に対する力行車負荷は重いが，回生車と負荷の間の距離が離れているため，力行車

パンタ点電圧に対するき電抵抗の電圧降下分だけ FC電圧の上昇を許容しつつ，回生を行わなけ

ればならない状態を指す。以降，本論文ではこのような状況を便宜的に「遠負荷回生状態」と呼ぶ。 

ここでは，比較的大きな負荷が回生車の遠方に在線している「遠負荷回生状態」の場合の，き電

回路の静特性を導出する。3.1.1 項(3)で導出した軽負荷回生状態におけるき電回路の静特性(図

3-2)では，回生車の静特性に対して，力行車のパワーが制約条件となって，動作点が決定してい

た。一方，「遠負荷回生状態」では，力行車のパワーは回生車のパワーよりも大きいため，力行車

のパワーは制約条件とはならず，その代わりに力行車と回生車の間のき電抵抗による制約を受け



 

 

第 3章 軽負荷回生制御系のゲイン向上による省エネルギー化 

 

48 

 

ることになる。 

図 3-1 をもとに，「遠負荷回生状態」において，き電回路から受ける制約を求めると， (3.5)式を

得る。 

)( cpwcreg

1

eireg VvRi 


     (3.5) 

ここで，Reは回生車と力行車の間のき電抵抗である。なお，定常状態を仮定していることから，回

生車の FC に流れ込む電流を 0 としていることに注意されたい。(3.4) 式と (3.5) 式より，「遠負荷

回生状態」におけるき電回路の静特性を図示すると図 3-3 を得る。ここで，図 3-3 の回生車の静特

性は図 3-2 と同様 (3.4) 式から得られる。一方，き電回路から受ける制約条件は (3.5)式で表され

る直線となる。軽負荷回生状態におけるき電回路の静特性(図.3-2)では，kp を大きくしても，動作点

は力行車の等パワー曲線上を移動するのみであるため，回生パワー自体は増加することはない。

それに対し，「遠負荷回生状態」におけるき電回路の静特性(図.3-3)では，kp を大きくすることで，

動作点が (3.5) 式の直線上を移動し，回生パワーが増加することが分かる。 
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図 3-2 軽負荷回生状態におけるき電回路の静特性 

 

 

 

 

図 3-3. 「遠負荷回生状態」におけるき電回路の静特性 
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3.2. 「軽負荷回生状態」と「遠負荷回生状態」の比較 

3.2.1. 想定車両及び線路条件 

本節で想定する列車の性能及び主回路定数を表 3-2 及び表 3-3 にそれぞれ示す。なお，本検

討で想定する車両は，小田急電鉄 60000形とする。また，60000形の速度‐引張力特性を図 3-4に

 

(a)力行時 

 

 

(b)回生時 

図 3-4 想定車両の速度-引張力特性 
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示す。なお，図 3-4(a)は力行時，図 3-4(b)は回生時の特性である。動作点の導出及びその検証の

ための数値シミュレーションでは，小田急電鉄多摩線を対象とした。多摩線の駅(□)および変電所

位置(○)を図 3-5 に示す。また，小田急多摩線における各変電所のパラメータを表 3-4 に，き電抵

抗値を表 3-5にそれぞれ示す。 

 

 

 

 

 

表 3-2. 想定車両の諸元 

Specifications Values 

編成 4M2T 

モータ数 16 

M車全質量 64.4 [t] 

T車全質量 153.2 [t] 

ギア比 4.16 

ギア効率 0.98 

最大引張力 9.47 [kN/MM] 

最大減速度 4.0 [km/h/s] 

 

表 3-3. き電回路の諸元 

Specifications Values 

FC静電容量 3.75 [mF] 

FL巻線抵抗 0.025 [Ω] 

FL インダクタンス 4.75 [mH] 
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3.2.2. 動作点の導出 

表 3-2および表 3-3と， (3.3) 式， (3.4) 式および (3.5) 式をもとに導出したき電回路の静特性

を図 3-6および図 3-7に示す。ここで，図 3-6は軽負荷回生状態の静特性，図 3-7は「遠負荷回生

状態」の静特性である。なお，Pattern 2は Vclimを 1780Vに設定した場合である。また，静特性の導

出に用いたパラメータを表 3-6 に示す。ここで，表 3-6 に示した回生車の定格モータパワーPm1お

よび力行車の定格モータパワーPm2 は編成全体のパワーであることに注意されたい。また，静特性

解析において vcpwは定数 Vcpwとして扱っている。 

図 3-6より，Pattern 1から Pattern 2へ軽負荷回生パターンを変更した場合，動作点はA1からA2

へ移る。しかし，A1およびA2での回生パワーは力行車のパワーと等しい1520.0 [kW] であるため，

軽負荷回生制御における kpを大きくしても回生パワーは変化しないことが分かる。一方，図 3-7 で

は，動作点は B1から B2へ移動する。動作点 B1から，「遠負荷回生状態」での Pattern 1 の回生パ

ワーは 1585.7 [kW] ，同様に動作点 B2より Pattern 2 での回生パワーは 1886.0 [kW] である。以

上の結果から，本検討における条件下において，「遠負荷回生状態」では kp を大きくすることによ

り，回生パワーが約 18.9 [%] 増加することが分かる。 

 

 

図 3-5 小田急多摩線路線図 

 

表 3-4 各変電所のパラメータ 

 新百合ヶ丘 永山 唐木田 

無負荷時出力電圧 1620 [V] 1620 [V] 1620 [V] 

定格電流 2000 [A] 2000 [A] 2000 [A] 

電圧変動率 5.69 [%] 6.67 [%] 7.89 [%] 

 

表 3-5 き電抵抗値 

  き電抵抗値 

新百合ヶ丘‐永山変電所間 0.033 [Ω/km] 

永山‐唐木田変電所間 0.037 [Ω/km] 
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表 3-6 動作点の導出に用いたパラメータ 

Parameters Pattern 1 Pattern 2 

Vclim 1700 [V] 1780 [V] 

Vcmax 1830 [V] 1830 [V] 

Pm1 3040 [kW] 

Pm2 1520 [kW] 

Re 0.2525 [Ω] 

Vcpw 1535 [V] 

 

 

図 3-6 軽負荷回生状態の動作点 

 

図 3-7 「遠負荷回生状態」の動作点 
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3.2.3. シミュレーションによる検証 

本シミュレーションにおける列車ダイヤを図 3-8に，列車のランカーブを図 3-9にそれぞれ示す。

本シミュレーションでは，図 3-8 のダイヤに従って列車を走行させた際の車両運動方程式，車両主

回路方程式およびき電回路方程式を数値計算した。なお，車両運動方程式は車両質量等の車両

性能，主電動機の速度-引張力特性等のモータ性能，線路の勾配等の線路条件をもとに演算して

いる。また，車両主回路方程式及びき電回路方程式は試験列車の主回路定数や変電所 V-I 特性，

き電抵抗値等を用いて数値計算した(数値シミュレーションの詳細なアルゴリズムについては付録 1

を参照)。なお，Vclimについては 3.2.2項(2)と同様，Pattern 1(Vclim = 1700[V])および Pattern 2(Vclim 

= 1780[V])の 2 通りについてシミュレーションを行った。なお，3.2.2 項 (2)の検討との整合性をとる

ため，モータパワー等の車両諸元や回生車と力行車の間のき電抵抗といったパラメータは 3.2.2項 

(2)の検討条件と合わせることとする。 

 

図 3-8 シミュレーションにおける列車ダイヤ 

 

図 3-9 列車ランカーブ 
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図 3-10 列車パワー波形 

 

図 3-11 列車 FC電圧波形 

 

表 3-7 回生パワーの理論値とシミュレーション結果の比較 

  Theoretical value Simulation results 

Pattern1 1585.7 [kW] 1594.5 [kW] 

Pattern2 1886.0 [kW] 1819.6 [kW] 

 

表 3-8. 回生エネルギーおよび変電所出力エネルギー 

 Pattern1 (Vclim=1700[V]) Pattern2 (Vclim=1780[V]) 

Regenerative energy of train1 [kWh] 7.34 8.42 

Output energy of substations [kWh] 111.8 109.6 
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図 3-8 及び図 3-9 より，50[s]～100[s]にかけては train 1 が五月台駅付近でブレーキをかけた時

に，train 2 が五月台駅から約 7.6km 離れた小田急永山駅付近で加速中であることから，「遠負荷

回生状態」が発生していると考えられる。そこで，この区間を拡大した列車パワー波形および FC電

圧波形を図 3-10 および図 3-11 に示す。なお，この時の Train1 と Train2の間のき電抵抗の値は，

理論検討で用いた値 (表 3-6) と等しい。また，図 3-10 の回生パワー波形は，正が力行，負が回

生を表している。 

まず，図 3-10 より，Pattern 1 では最大回生パワーが 1594.5 [kW] であるのに対し，軽負荷回生

制御の kp を大きくした場合である Pattern 2 では，最大回生パワーは 1819.6 [kW] である。また，

Pattern 1 から Pattern 2 への増加率を算出すると，14.1 [%] である。これらの値を理論検討結果と

比較したものを表 3-7 に示す。表 3-7 より，シミュレーション結果とほぼ一致していることが分かる。

また，軽負荷回生制御の改良における最終目標である省エネルギー効果についてのシミュレーシ

ョン結果を表 3-8に示す。表 3-8 より，Pattern 1に対して Pattern 2では，変電所出力エネルギーが

約 2.0%減少していることが分かる。 
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第 4 章 

高速域の安定性を考慮した軽負荷回生制御系設計法 

 

本章では，これまで説明してきた従来の軽負荷回生制御系設計における課題に対し，本研

究で提案する設計法を説明する。提案手法では，高速域の 1パルスモードを考慮した軽負荷

回生制御系モデルを導出し，そのモデルの極配置を基に，安定性の範囲内で最大の制御ゲイ

ン kpを設計する。 

 

 

 

4.1.  高速域を想定した軽負荷回生制御系のモデル化 

前節では，kp（Vclim）を大きくすることによる回生パワー増加効果および変電所出力エネ

ルギーの低減効果を明らかにした。しかし，第 1章でも述べたように，kpはインナーループ

に遅れ要素を含む軽負荷回生制御系のフィードバックゲインであり，kp が過大となると系

の不安化をまねく。そこで本節では，主回路安定性を保つ範囲で最大の kp の設計法を提案

する。まず，動特性解析に用いる軽負荷回生制御系全体のモデル化を 4.1.1項～4.1.6項で行

う。なお，図 4-1に本章で想定する回路構成を示し，図中の諸元の詳細を表 4-1に示す。 

 

4.1.1. 誘導電動機モデル 

鉄道車両駆動に一般的に用いられる誘導電動機のモデル化を行う。d-q軸上での誘導電動

機の状態方程式は(2.15)式で表され，そこから直ちに以下の式が導かれる。 

 

図 4-1 想定するき電回路 
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ここで，ε と R’は以下のように定義する。 

表 4-1 き電回路および駆動システムの諸元 

Symbol Quantity Values 

R1 Stator resistance 0.0985 [Ω] 

R2 Rotor resistance 0.0471 [Ω] 

L1 Stator inductance 0.0174 [H] 

L2 Rotor inductance 0.0174 [H] 

M Mutual inductance 0.0164 [H] 

Tf Time constant of the filter for calculation of modulation ratio 0.1 [s] 

Tda Time constant of filter in the damping control 0.036 [s] 

kda Gain of the damping control 0.0015 

- Rated power of the traction motor 190 [kW] 

Creg,Cpw Capacitance of FC 60.0 [mF] 

Lreg, Lpw Inductance of FL 4.8 [mH] 

Rreg,Rpw Resistance of FL 0.025 [Ω] 

Tp Time constant of the LPF of P controller 0.042 [s] 

Td Time constant of D controller 0.126 [s] 

kd Gain of the D controller 0.0615 

 

表 4-2. 線形化における平衡点の値 

Symbol Quantity Values 
V1d0 d-axis voltage 330 [V] 

V1q0 q-axis voltage 1432 [V] 

I1d0 d-axis current 110 [A] 

I1q0 q-axis current 225 [A] 

Φ2d0 d-axis magnetic flux 1.80 [Wb] 

Φ2q0 q-axis magnetic flux 0.0 [Wb] 

Ωre0 Rotor angular frequency 762 [rad/s] 

Ωs0 Slip angular frequency 5.55 [rad/s] 

Ω10 Inverter angular frequency 756 [rad/s] 

Vc0 FC voltage 1800 [V] 

θ0 Phase of voltage vector 1.34 [rad] 
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      (4.6) 

(4.1)-(4.4)式は非線形項を含むため，平衡点近傍での線形化を行った結果を(4.7)-(4.9)式に

示す。ここで，平衡点との偏差を δ をつけて表すこととし，想定した平衡点における各パ

ラメータの値を表 4-2に示す。 
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4.1.2. 1パルスベクトル制御 

2.2節で述べたように，高速域の運転では電圧利用率の向上やスイッチング損失の低減を

目的とした 1パルスモードを適用することが一般的である。また，インバータやモータは非

線形モデルであり，よりパワーが大きくなる高速域が安定性の観点からは厳しい条件とい

える。そこで提案設計法では，この高速域で用いられる 1パルスモードを想定したモデル化

を行う。 

1 パルスモードで成立する数式は(2.38)～(2.46)に示す通りである。これらの式のうち，

(2.38)～(2.45)式は非線形項を含んでいるため，表 3-9に示した平衡点の近傍で線形化を行っ

た結果を(4.10)-(4.16)式に示す。 
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4.1.3. 駆動用インバータ 

ここでは，鉄道車両駆動用インバータのモデル化を行う。変調率の計算に用いる 1次遅れ

フィルタ，d軸及び q軸の出力電圧に関して，(3.17)-(3.19)式が成り立つ。また，インバータ

における損失を無視した交流・直流電力変換に関する(3.1)式より，(4.20)式が導出される。 
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ここで，(4.18)-(4.20)式は非線形項を含むため，表 4-2に示した平衡点の近傍で線形化を行っ

た結果を(4.21)-(4.23)式に示す。 
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4.1.4. 車両主回路及びき電回路 

ここでは，き電回路を含む車両駆動用インバータの直流側回路のモデル化を行う。なお，

本論文では回生時に関する解析を行うため，図 4-1 における変電所のダイオード整流器はオ

フ状態であると仮定する。図 3-1における直流側の回路方程式は (4.24)-(4.26)式で表される。 
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dt

dv
Cii

creg
regdcireg - 

      (4.25) 

dt

dv
Cii

cpw
pwipwdc - 

      (4.26) 

ここで，(3.30)式における R はき電抵抗，力行車及び回生車それぞれの FL 巻線抵抗の和を

表す。(3.30)-(3.32) 式に対してラプラス変換を適用すると，(4.27)-(4.29) 式を得る。なお，

(4.27)-(4.29)式は線形であるため，微小変化量についても成立する。 

cpwcregdcpwregdc -)( vvsiLLRi      (4.27) 

svCii cregregdcireg        (4.28) 

svCii cpwpwipwdc -        (4.29) 

 

4.1.5. 軽負荷回生制御器とダンピング制御 

軽負荷回生制御に用いる制御器 C(s)は，(4.30)式で表される PD制御器を想定する。なお，

実際には比例器の入力に高域のノイズカットのためのローパスフィルタを加えている。 
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       (4.30) 

また，ダンピング制御は(4.31)式で表される。 
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4.1.6. 1パルスベクトル制御を想定した軽負荷回生制御系 

これまで導出した各部モデルを統合した，本論文で提案する軽負荷回生制御系設計の基

礎となる対象システムモデルを図 4-2に示す。提案設計法では，図 4-2に基づいて軽負荷回

生制御ゲインを設計することで，安定性の観点からワーストケースである高速域の 1 パル

スベクトル制御適用時でも，系を安定に保つ軽負荷回生ゲインの最大値が設計可能である。 
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4.2. 導出モデルの妥当性検証 

4.2.1. 実験条件  

本項では，導出された軽負荷回生制御系モデルの妥当性を検証する。実験システム構成と

各パラメータの値を図 4-3及び表 4-1にそれぞれ示す。実験システムとしては，小田急電鉄

60000形の車両主回路を使用する。軽負荷回生制御系のパラメータとしては，Vclim=1700[V], 

Vcmax=1830[V], Iqmax=225[A]と設定した。実験条件として，回生中のある時点で負荷が急峻に

減少する負荷急変を想定する。なお，本試験は本論文で着目している 1パルスベクトル制御

が適用される高速域(90km/h)で実施した。実験システムにおいては，負荷急変は負荷抵抗

Rloadの値が急峻に変化させることで模擬する。 

 

4.2.2. 実験条件下の軽負荷回生制御系モデルの理論解析 

実験条件において，直流側の回路方程式は(4.32)-(4.32)式で表される。 

creg
dc

regdcload v
dt

di
LiR 

     (4.32) 

dt

dv
Cii

creg
regdcireg - 

      (4.33) 

上式において，Rloadが R0から R0+δRLに変動する負荷急変時において，微小変化分 δRLに対

する軽負荷回生制御系の安定性を検証する。ここで，(4.32)式の左辺第１項は非線形項であ

 

 

図 4-3. 実験における回路構成 

 

 

図 4-4. 実験条件における直流回路モデルのブロック線図 
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るため，平衡点の近傍で線形化を行うと(4.34)式を得る。 

creg
dc

reg0dc0 v
dt

id
LRIiR L 


       (4.34) 

ここで，I0および R0は平衡点における値を表し，本検討ではそれぞれ I0=100[A]，R0=3.0[Ω]

とする。(4-33)式および(4-34)式にラプラス変換を施すと(4.35)-(4.36)式を得る。また(4.35)- 

(4.36)式に基づいた直流側回路モデルを図 4-4に示す。 

cregdcreg0dc0 vsiLRIiR L        (4.35) 

svCii cregregdcireg        (4.36) 

ここで，δRLから δvcregまでの閉ループ伝達関数の極配置を図 4-5に示す。図 4-5より，シス

テムの応答を決める代表根は極 A 及び Bであることが分かる。ここで，極 A 及び極 Bの値

を以下に示す。 

Pole A: -4.16 + j59.6 

Pole B: -4.16 - j59.6 

それぞれの極の値より，極 A 及び極 B の固有角周波数は 59.8rad/s，減衰係数は 0.0696で

ある。一方，表 4-1に示した FC と FLの値から計算した LC 共振周波数は 59.0 rad/sであり，

図 4-5の代表根の固有周波数と近い値になっていることが確認できる。以上より，対象とす

る系の挙動においては LC 共振による振動が支配的であることが分かる。 
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図 4-5. 実験モデルの閉ループ伝達関数の極配置(δRL→δvcreg) 

 

 

図 4-6. 負荷急変時の実験結果 
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4.2.3. 導出モデルの検証 

実スケールの主回路装置を用いた実験システムにより，本論文で導出した軽負荷回生制

御モデルの妥当性を検証する。実験におけるFC電圧波形及び q軸電流波形を図 4-6に示す。

図 4-6では，0.2 sec付近で負荷抵抗の値が 3.0 Ω から 7.0 Ωへ急峻に変化する負荷急変が発

生している。図 4-6 より，FC 電圧及び q 軸電流共に，負荷急変直後は振動がみられるが，

その後は収束している。したがって，この条件下では系は安定であると言え，これは 4.2.2

項の理論検討結果と一致している。また，振動周波数についても，図 4-6では約 50 rad/sで

FC 電圧及び q 軸電流が振動しており，図 4-5 の代表根の固有周波数に近い振動が現れるこ

とを確認した。なお，実験結果の振動周波数が，LC 共振周波数及び図 4-5 の代表根の固有

周波数と 10 rad/s程度異なっているが，これは配線のインダクタンスなど理論検討では考慮

していない要素によって共振周波数がずれたことによるものと考えられる。ここで，理論検

討において考慮されていない直流側のインダクタンスによる影響について考察する。直流

側のインダクタンス変動は，(4.24)式の左辺第 2 項の係数 Lreg+Lpwおよび(4.35)式の左辺第 2

項の係数 Lregに影響を与える。図 4-7に直流側のインダクタンス Lregが変動した際の極配置

の変化を示す。なお，ここでは 4.8mHの Lregに対して+1.0mH (Case 1)，+2.0mH(Case 2)の変

動がそれぞれ生じた場合を考察する。図 4-7より，代表根 A・Bがインダクタンス変動に従

って移動することが分かる。このとき，共振周波数と減衰係数の変化を表 4-3 に示す。表 4-

3 より，Case 1で約 9.6%，Case 2で 15.8%の共振周波数の変動が確認できる。なお，Case 2

の共振周波数が実験結果とよく一致していることから，本実験では 2.0mH(Lreg に対して約

40%)のインダクタンス変動が生じていたと推測される。本実験では Lreg のインダクタンス

が小さい主回路システムを使用していたため，直流側のインダクタンス変動の影響を受け

やすい条件になっていたと考えられる。 

また，図 4-6 から FC 電圧の振動の減衰時定数(図 4-6の包絡線の時定数)は約 0.43 secと算

出できる。なお，ここでは図 4-6 のステップ応答後の FC 電圧波形（約 0.2 sec 以降）におい

て直流成分を取り除いた後，包絡線の時定数を算出している。一方，表 4-3における Case2

の代表根から算出した減衰時定数は 0.38 secであり，実験結果の減衰時定数と概ね一致して

いることが分かる。なお，図 4-6では 50 rad/sの振動が持続することが確認できる。このよ

うな q軸電流と FC 電圧の振動は，最終的にはモータトルクの振動を引き起こすことが懸念

されるが，提案手法は鉄道車両という非常に大きい慣性負荷を駆動するシステムを対象と

しているため，このようなトルクの振動は問題にならないと考える。 

以上の結果より，導出モデルが実際のシステムの挙動とよく一致していることから，本論

文で提案する軽負荷回生制御系設計法に用いるモデルの妥当性が示された。 
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図 4-7. 直流側のインダクタンス変動による極配置への影響 

 

 

表 4-3. インダクタンス変動による共振周波数と減衰係数の変化 

 

Coordinate of 

Pole A and B 

Resonance 

frequency 

[rad/s] 

Damping 

factor 

Without fluctuation 
A (-4.16, 59.6), 

B (-4.16, -59.6) 
60.6 0.0696 

With 

fluctuation 

Case 1 

(+1.0mH) 

A (-3.24, 54.8), 

B (-3.24, -54.8) 
54.8 0.0592 

Case 2 

(+2.0mH) 

A (-2.61, 50.0), 

B (-2.61, -50.0) 
51.0 0.0512 
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4.3. 提案する軽負荷回生制御系設計法 

4.3.1. 極配置に基づく軽負荷回生制御系設計法 

4.2.6項で導出された系のモデル(図 4-2)に基づいた軽負荷回生制御系のゲイン設計法を提

案する。なお，提案設計法では高速域で適用される 1パルスベクトル制御を想定しており，

第 1章で述べたように電流制御系の性能の観点からはワーストケースとなる。したがって，

提案設計法により，系の安定性を保つ最大の軽負荷回生制御ゲイン kp(Vclim)を設計すること

が可能となる。なお，図 4-2の軽負荷回生制御器は PD制御器で構成されているが，微分器

は理論検討で考慮していない実システムにおける高周波のノイズを増幅する可能性がある

ため，本論文では微分ゲインには手を加えず，比例ゲインのみを設計対象とする。 

提案設計法では，車両の回生中に負荷が急峻に変動する負荷急変を想定する。したがって，

図 4-2において δiipwから δvcregまでの閉ループ伝達関数 G(s)に着目し，系の安定性を保障す

るため，G(s)の極配置に基づく設計法を提案する。すなわち，対象の伝達関数の極の実部が

全て負となる範囲内で最大のゲイン kp(Vclim)を選択すればよい。具体的な手順としては，線

形化を施したシステム(図 4-2)について，軽負荷回生制御ゲイン kpを変化させながら G(s)の

極配置を描き，全ての極が左半面に位置する範囲で最大の kp を試行錯誤的に探索すること

で，安定性を保つ最大の kp(Vclim)を設計する。 

上記の提案設計法により，主回路安定性を損ねない範囲で最大の kp(Vclim)を設計すること

ができる。 

 

4.3.2. 実車両への提案設計法の適用 

5.1 節で述べた提案設計法を実車両に適用し，最大の軽負荷回生制御ゲインを設計する。

図 4-8 に表 4-1 の条件下での小田急電鉄 60000 形の駆動システム (図 4-2) の極配置を示す。

なお，図 4-8では Vclim=1700[V], 1790[V], 1800[V]の 3つのパターンについて極配置を示して

いる。なお，1700V は現状の軽負荷回生制御系で Vclimとして適用されている値である。図

4-8より，kp(Vclim)を上げていくにしたがって，対象システムの代表根(Pole A, Pole B)が右半

面に移動することが分かる。その結果，Vclimが 1700 V および 1790 V のパターンでは，全

ての極は左半面（極の実部が負となる領域）に位置しており，軽負荷回生制御系が安定であ

ることを示している。一方，Vclim=1800 [V]の場合は一部の極が右半面（極の実部が正となる

領域）に位置しているため，系が不安定となることがわかる。したがって，小田急電鉄 60000

形の場合，主回路安定性を保つ範囲内で最大のゲインとして Vclim=1790 [V] と設計できる。 
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図 4-8. kpを変化させたときの極配置 
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4.3.3. 実スケールモデルによる実験検証 

図 4-8 に基づく小田急電鉄 60000 形の設計結果の妥当性を実証するため，図 4-3 (a) に示

す実験システムによる検証を行う。なお，実験条件は第4.2節と同様であるが，Vclimは1700[V], 

1781[V], 1800[V]の 3つのパターンを実験に用いた。 

図 4-9～図 4-11に，Vclim=1700[V], 1781[V], 1800[V] を用いた場合のそれぞれの実験結果を

示す。図 4-9および図 4-10より，Vclim=1700[V], 1781[V]においては負荷急変後に FC 電圧・q

軸電流の振動が生じているものの，収束する傾向にあることから系は安定である。また，図

4-10 では，FC 電圧及び q 軸電流波形がほぼ持続振動に近い状態になっていることから，提

案設計法により安定性の限界までゲインを高めることが可能であるといえる。一方，図 4-11

より，Vclim=1800[V]の場合は FC 電圧及び q軸電流の振動が発散することから，系が不安定

になっていることが確認された。この実験結果は，図 4-8の極配置による安定性解析結果と

一致している。したがって，本実験結果により，提案設計法によって得られた安定性限界値

(Vclim=1790[V])の妥当性が確認された。 

なお，図 4-9～図 4-11 の各実験結果について，振動角周波数 ωnと減衰係数 ζ を以下に示

す。なお，図 4-11の FC 電圧及び q軸電流は発散しているため，減衰係数は負の値をとって

いる。 

Vclim=1700[V]…ωn = 50.0 [rad/s], ζ = 0.047 

Vclim=1781[V]…ωn = 50.0 [rad/s], ζ = 0.025 

Vclim=1800[V]…ωn = 50.0 [rad/s], ζ = -0.011 

いずれのパターンも振動角周波数は 50.0[rad/s]で一定であるが，Vclimを大きくすると共に

減衰係数は小さくなることが確認できる。なお，実験で確認された FC 電圧および q軸電流

の振動に起因して，モータトルクが振動することが懸念されるが，提案手法は慣性負荷が大

きい鉄道車両駆動への適用を前提としているため，問題にはならないと考えられる。 
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(a) FC voltage 

 

 

(a) q-axis current 

図 4-9. 実験結果 (Vclim = 1700[V]) 
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(a) FC voltage 

 

 

(a) q-axis current 

図 4-10. 実験結果 (Vclim = 1781[V]) 
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(a) FC voltage 

 

 

(a) q-axis current 

図 4-11. 実験結果 (Vclim = 1800[V]) 
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第 5章 

高速域の安定性を考慮した軽負荷回生制御系設計法による 

省エネルギー効果検証 

 

本章では，提案する軽負荷回生制御ゲイン kp の設計法を実車に適用した際の省エネルギー効

果について検証を行う。 

 

 

 

5.1. 現車試験条件 

軽負荷回生制御ゲインを大きくすることによる省エネルギー効果の評価を行うために，

小田急電鉄多摩線及び小田原線・江ノ島線において現車試験を実施した。試験車両は小田急

電鉄ロマンスカー60000形であり，その外観を図 5-1に示す。また，測定器の外観を図 2-17

に，主な測定器の諸元を表 5-1にそれぞれ示す。本現車試験において図 5-2に示した測定機

器を用い，以下の項目を測定した。 

 架線電圧，FL電流，FC 電圧 

 トルク電流，磁束電流 

 インバータ変調率，モータ回転周波数 

 ノッチ指令 

 ブレーキ指令値，ブレーキ力フィードバック，BC圧力 

 前後振動加速度 

本現車試験では，軽負荷回生制御における回生絞り込み開始電圧(Vclim)として，以下の 3

パターンの試験を行った。なお，回生絞り込み終了電圧( Vcmax)は 1830V のままである。た

だし，全線試験時は天候不順で PatternⅡの試験を行うことが出来なかったため，PatternⅠ及

び PatternⅢにて試験を行った。 

Pattern I 1700V (現行パターン) 

Pattern II 1740V (Pattern.ⅠとⅢの中間の値) 

Pattern III 1781V (2.1.2で設計した安定性限界値) 
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図 5-1. 試験車両の外観 

 

 

 

図 5-2. 測定機器の外観 

 

 

表 5-1. 主な測定器の諸元 

機器 メーカ 形式 

メモリハイコーダ HIOKI 8826 

加速度測定用ストレインアンプ エー・アンド・デイ AS1503 

クランプオンハイテスタ HIOKI 3290 

クランプオンハイセンサ HIOKI 9693 
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ブレーキ地点については，小田急電鉄多摩線及び小田原線・江ノ島線の上下線でそれぞれ決

められた地点でブレーキをかけた。その際，90km/h から 0km/h まで一括 B7 ノッチでブレ

ーキをかけるように試験条件を統一した。ここで，小田急電鉄多摩線でのブレーキ地点を図

5-3に示す。なお，図 5-3 (a)が上り線，図 5-3 (b)が下り線のブレーキ地点である。 

現車試験では，全ての行路で試験列車の走行時分を揃えることは難しい。そこで，現車試

験における回生電力量を評価するにあたり，本研究では回生電力量だけでなく，(5.1)式で定

義される回生率を評価指標に加える。 

 

(a)上り線 (唐木田駅～新百合ヶ丘駅) 

 

(b)下り線 (新百合ヶ丘駅～唐木田駅) 

図 5-3. 現車試験におけるブレーキ地点 

 

 

図 5-4. 現車試験における列車ダイヤ 
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100
]kWh[

]kWh[
[%] 

力行電力量

回生電力量
回生率     (5.1) 

 

 

5.2. 小田急電鉄多摩線での試験結果 

5.2.1. 試験結果の解析 

ここでは，Pattern Ⅰ～Ⅲの回生絞り込み開始電圧で行った現車試験行路の内，同時に走

行する他列車が，ほぼダイヤ通りに運行していた行路について解析を行う。解析対象の列車

ダイヤを図 5-4に示す。また，試験列車の FC 電圧，q軸電流，主電動機出力波形を図 5-5～

図 5-7に示す。ここで，q軸電流は 1モータ分，主電動機出力は 4モータ分であることに注

意されたい。また，図 5-6及び図 5-7は，正が力行時，負が回生時を表している。 

図 5-5 より，Pattern Ⅰに対し，Pattern Ⅲの方が，回生時の FC 電圧が高く保たれている

ことが分かる。また，図 5-6から，Pattern Ⅲは，q軸電流がその最大値である 191[A]に近い

値で回生しているのに対し，Pattern Ⅰは，特に高速域において，191Aよりも大幅に小さい

値で回生を行っている。このことから，絞り込み開始電圧を 1700V から 1781V へ上げるこ

とで，軽負荷回生制御がはたらく頻度及び回生絞込み量が減っていることが分かる。 

また，図 5-7 における主電動機出力波形において，回生絞込み開始電圧を上げることで，

回生時のピークパワーが大きくなる傾向がみられる。一方，図 5-7 において，100[s]付近で

行ったブレーキ試験時には，Pattern Ⅰと Pattern Ⅲの両者で回生絞込みが発生し，回生パワ

ーが他のブレーキ試験時に比べ低くなっている。ここで，図 5-4 で 100[s] 付近では試験列

車の周囲の列車密度が低く，加速中の列車が在線していないことから，この時は付近に回生

電力を消費する負荷がいない軽負荷回生状態に陥っていると考えられる。このとき，Pattern 

Ⅰと Pattern Ⅲで回生パワーがほとんど変わらないことから，軽負荷回生状態についての解

析結果が妥当であると考えられる。 
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図 5-5. 試験列車の FC電圧波形 

 

 

図 5-6. 試験列車の q軸電流波形 

 

 

図 5-7. 試験列車の主電動機出力波形 
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次に，第 3 章で述べた軽負荷回生制御ゲインを大きくすることによる回生電力の増加に

ついて，現車試験結果を基に解析を行う。図 5-8～図 5-10に解析結果を示す。ここで，図 5-

8～図 5-10は，それぞれ横軸に FC 電圧，縦軸に回生電力をとり，現車試験で行ったブレー

キ試験時の最大 FC 電圧とその時の回生電力をプロットしたものである。 

図 5-8～図 5-10 における Area A，Area B，Area C は，回生パワーが比較的大きいにも関わ

らず，軽負荷回生制御がはたらいている領域である。すなわち，これらの領域では「遠負荷

回生状態」において，軽負荷回生制御によって回生絞り込みが発生していることを示してい

る。ここで，図 5-8～図 5-10において，点線で示した領域に含まれる点の数が，Area A，Area 

B，Area C の順に減少していくことから，回生絞り込み開始電圧を上げることで「遠負荷回

生状態」における回生絞り込みを減らせることが分かる。それにより，遠方の負荷に対して

も，より高い FC 電圧とパワーで回生を行うことが可能となっている。以上の解析から，2.2

節で述べた「遠負荷回生状態」に対し，軽負荷回生制御の改良は有効な手段であることを確

認した。 

 

 

 

 

 

 

図 5-8. Pattern Ⅰにおける動作点 
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図 5-9. Pattern Ⅱにおける動作点 

 

 

 

 

図 5-10. Pattern Ⅲにおける動作点 
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5.2.2. 理論検討と試験結果の比較 

5.2.1 項では，kp を大きくしたときに回生パワー増加に関する実車試験を行った結果を示

した。そこで本項では，第 3章における回生パワーに関する理論検討結果と 5.2.1項で得ら

れた試験結果の比較検証を行うことで，kp による回生ブレーキパワー向上効果を実験的に

明らかにする。 

まず，実験結果と比較する上で，回生パワーの理論値を導出する。導出課程は 3.2.2項と

同様であり，本計算における条件を表 5-4 に示す。図 5-4 における回生車の電流-電圧特性

は(3.4)式から，き電回路からの制約は(3.5)式に従って描かれている。なお，PatternⅠは従来

のケース，PatternⅢは Vclimを 1781V に設定し，kpを大きくしたケースである。図 5-4から，

PatternⅠから PatternⅢへ変化させたとき，動作点が A1から A2へ移動することが分かる。こ

こで，PatternⅠの回生ブレーキパワーは 494kW であるのに対し，PatternⅢの回生ブレーキ

パワーは 608kWである。 

続いて，上記の各 kpに対する回生ブレーキパワー理論値と，実車試験結果の比較を行う。

図 5-12に理論値(PatternⅠ・PatternⅢ)と実験結果(PatternⅠ・PatternⅢ)を重ねて描いた図を示

す。なお，図 5-12 における実験結果は図 5-8と図 5-10を重ねてプロットし，理論値は図 5-

11 における動作点 A1および A3をプロットしている。図 5-8から，Vclimを 1700V から 1781V

に上昇させた場合の動作点の移動について，実験結果と理論値がほぼ同じ傾向を示してい

ることが分かる。以上より，kpを上げたときの回生ブレーキパワー増加のメカニズムを明ら

かになった。 
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表 5-2. 回生ブレーキパワー理論値の導出における条件 

Symbol Quantity Values 

Vclim Voltage to start to apply light-load regenerative brake control 
1700 [V] (Pattern Ⅰ) 

1781 [V] (Pattern Ⅲ) 

Vcmax Voltage to stop applying light-load regenerative brake control 1830 [V] 

I1qmax Maximum q-axis current 225 [A] 

v1q q-axis voltage 1474 [V] 

R1 
Sum of feeder resistance RL1 and resistance of filter reactor 

(Rpw, Rreg ) 
0.542 [Ω] 

vcpw FC voltage of powering train 1620 [V] 

 

 

 

 

図 5-11. 回生ブレーキパワー理論値の導出 
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5.2.3. 回生電力量に関する評価 

現車試験結果を基に，軽負荷回生制御ゲインを上げた場合の回生電力量の増加について

評価を行う。表 5-3 に Pattern Ⅰ～Pattern Ⅲの力行電力量及び回生電力量，(2.10)式によっ

て算出した回生率を示す。ここで，表 5-3に示す電力量は，Pattern Ⅰ～Pattern Ⅲの各回生

絞り込み開始電圧にて小田急電鉄多摩線を 6 往復した際に測定した，60000 形 1 編成分

(16MM分)の積算電力量である。 

表 5-3より，回生電力量については，Pattern Ⅰから Pattern Ⅲの順に大きくなる。すなわ

ち，回生絞込み開始電圧を高くすることで，回生電力量が増加することが分かる。これは，

「遠負荷回生状態」に対して，遠方の負荷にも回生電力を返すことができるようになったた

めであると考えられる。一方，力行電力量については，現車試験時の運転士ごとのノッチ操

作の違いやダイヤ乱れ等により，各パターンでばらつきがある。しかし，回生率は回生電力

量と同様に，Pattern Ⅰから Pattern Ⅲの順に大きくなっていることから，確かに軽負荷回生

制御改良による省エネルギー効果があることが分かる。表 5-3より，回生絞込み開始電圧を

Pattern Ⅰから Pattern Ⅲへ変更することで，Pattern Ⅰに対して約 6.54%の回生率の向上が

確認された。 

 

 

 

図 5-12. 回生ブレーキパワー理論値と実験結果との比較 
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5.3. 小田急電鉄全線での試験結果 

kp を大きくすることによる省エネルギー効果の評価のための更なるデータ収集として，

小田急電鉄全線 (小田原線・多摩線・江ノ島線) での現車試験も実施した。本試験では，小

田急電鉄小田原線の新宿～小田原間，小田急電鉄多摩線の新百合ヶ丘～唐木田間，小田急電

鉄江ノ島線の相模大野～片瀬江ノ島間にて，5.2.1 節の小田急電鉄多摩線での試験と同様に

予め決められた位置でブレーキ試験を行った。その試験結果を表 5-4に示す。 

表 5-4 より，多摩線での試験結果と同様に軽負荷回生制御ゲインを大きくした場合の方

が，回生電力量・回生率ともに大きくなることが分かる。特に回生率については，回生絞込

み開始電圧を Pattern Ⅰから Pattern Ⅲへ変更することで，Pattern Ⅰに対して約 5.35%の向

上が確認された。 

以上，5.2 節及び 5.3 節より，2 つの異なる運行経路（小田急電鉄多摩線のみ【5.2 節】・小田急

線全線【5.3 節】）においても，ほぼ同程度の回生率改善効果が確認された。すなわち，小田急

60000 形を対象として kp を大きくすることによる省エネルギー効果は，現行パターンを適用

した場合に対して 5%～6%程度の回生率改善効果が期待される。 

 

表 5-4. 小田急電鉄全線での現車試験結果 

Vclim [V] 1700 1781 

Acceleration energy [kWh] 2022 2410 

Regenerative energy [kWh] 646 899 

Percentage of regeneration [%] 31.95 37.30 

 

 

表 5-3. 小田急電鉄多摩線での現車試験結果 

Vclim [V] 1700 1740 1781 

Acceleration energy [kWh] 1902 1856 1911 

Regenerative energy [kWh] 648 700 776 

Percentage of regeneration [%] 34.07 37.72 40.61 
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第 6章 

地上蓄電システムの電力制御法に関する理論解析 

 

本章では，2.2.1項で述べた地上蓄電システムの電力制御方式（電流制御方式・電圧制御方式）

について理論解析を行い，両者の特性の比較を行う。理論解析については，動特性解析によって

両者の本質的な特性を明らかにする。 

 

 

 
6.  

6.1. 地上蓄電システムの電力制御法の動特性解析モデル 

6.1.1. 電流制御方式における動特性解析モデル 

本検討における想定回路構成および等価回路図は図 2-12 および図 2-13 と同様である。また，

表 2-1に図 2-12における各変数の詳細を示している。 

ここで，図 2-13 に示した等価回路，図 2-15 の電流制御方式の制御系モデル，図 2-16 の電流

指令値決定法を基に，動特性解析モデルを導出する。電流指令値決定法については，(2-50)式

に基づいてモデル化する。上記のモデル化を行った結果を図 6-1に示す。なお，図 6-1において，

各電流・電圧値は任意の平衡点からの変位として扱うこととし，各変数名に δ をつけて表記してい

る。動特性解析に当たり，蓄電装置の電力制御の観点からは，車両の電流は外乱要素としてシス

テムに影響を与える。そこで，本章で行う動特性解析では，ivh に対する vcs の応答に着目する。す

 

図 6-1. 電流制御方式における動特性解析モデル 
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なわち，図 6-1において，入力は車両の電流 ivhとし，出力は蓄電システムの FC電圧 vcsをとる。 

 

6.1.2. 電圧制御方式における動特性解析モデル 

図 2-13に示した等価回路，図 2-17の電流制御方式の制御系モデル，図 2-18の電流指令値決

定法を基に，動特性解析モデルを導出する。電圧指令値決定法については，(2-53)式に基づいて

モデル化する。上記のモデル化を行い，電圧制御方式の動特性解析モデルを図 6-2 に示す。な

お，図 6-2 においても各電流・電圧値は任意の平衡点からの変位として扱い，各変数名に δ をつ

けて表記している。ここで，6.1.1 項での電流制御方式における動特性解析モデルの入出力の取り

方と同様に，電圧制御方式においても，入力は車両の電流 ivh とし，出力は蓄電システムの FC 電

圧 vcsをとる。また，図 6-2 では電圧制御器として PI制御器を用いている。これは，ivhによる外乱の

影響を受けたときにも，定常的に FC 電圧指令値 vcs
*に FC 電圧実際値を追従させるためのもので

ある。本解析では，実機での試行錯誤的なチューニングを行い，この積分ゲイン kviを 0.6に設定し

た。 

 

 

6.2. 動特性解析結果 

6.2.1. 動特性解析条件 

前項で示した動特性解析モデル(図 6-1, 図 6-2)を基に，電流制御方式・電圧制御方式の両者

の特性を明らかにする。動特性解析における条件を表 6-1，表 6-2 に示す。なお，ここで想定する

条件は第 7 章にて行うミニモデル実験のパラメータを用いている。これら実験システムの諸元も表

6-1 に示した通りである。表 6-2 における電圧制御器の比例ゲイン kvpは時定数 0.5[sec]を実現す

るように(2.52)式に基づいて理論的に設計でき，最終的には実験システムでのチューニングを行っ

て決定した。  

 

図 6-2. 電圧制御方式における動特性解析モデル 
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図 6-3. ミニモデル実験のシステム構成 

 

表 6-1. 動特性解析条件（実験回路定数） 

Meaning Symbol Value Unit 

Feeder resistance between substation and 

vehicle 

RL1 0-6 [Ω] 

Feeder resistance between vehicle and ESD RL2 0-6 [Ω] 

FL inductance of ESS Ls 10 [mH] 

FL resistance of ESS Rs 0.1 [Ω] 

FC capacitance of ESS Cs 0.01 [F] 

No-load voltage of substation Vss 510 [V] 

Rated power of the IM - 5.5 [kW] 

Rated power of voltage source inverter - 22 [KW] 

 

表 6-2. 動特性解析条件（制御定数） 

Meaning Symbol Value Unit 

Maximum voltage of connecting point to feeder line Vpmax 610 [V] 

Minimum voltage of connecting point to feeder line Vpmin 410 [V] 

Medium voltage of connecting point to feeder line Vpmid 510 [V] 

Maximum charge/discharge current Imax 40 [A] 

Maximum reference voltage of voltage based control Vmax 550 [V] 

Minimum reference voltage of voltage based control Vmin 470 [V] 

Reference voltage in VBC strategy Vmid
* 510 [V] 

Proportional gain of AVR kvp 0.1 [A/V] 

Integral gain of AVR kvi 0.6 [A/V/sec] 

Time constant of AVR Tavr 0.5 [sec] 
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6.2.2. 動特性解析結果 

6.2.1 項に示した条件の元，図 6-1,および図 6-2 に基づいて動特性解析を行った結果を図 6.4

に示す。図 6.4(a)は電流制御方式を適用した場合の外乱応答のゲイン線図を，図 6.4(b)は電圧制

御適用時のゲイン線図をそれぞれ示している。なお，図 6-4 において kCrefと kVrefはどちらも 0.4 と

設定している。まず，図 6-4(a)の電流制御方式の場合のゲイン線図から，低周波数領域における

ゲインが約 15dB をほぼ維持していることが分かる。これは，電流制御方式では vcs は ivhに従って

変動することを表しており，その結果として蓄電装置の充放電が十分に行われないことが考えられ

る。一方，図 6-4(b)では，低周波数領域のゲインが図 6.4(a)と比較して非常に低くなっている。これ

 

(a)電流制御方式 

 

(b)電圧制御方式 

図 6-4. 外乱応答のゲイン線図 
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は，電圧制御方式にける電圧制御器による特性であり，また，図 6-4(b)のような低域でゲインが低く

なる特性は，vcsが ivhによってほとんど変動しないことを表しており，電圧制御方式が定電圧特性を

持つことが確認できる。なお，このような定電圧特性を示すためには ivh に合わせて蓄電装置の充

放電を行わなければならず，電圧制御方式ではこれが効果的に行われているといえる。 

ここで，電流制御方式と電圧制御方式で図 6.4のような特性の差異が見られたことについて考察

する。ここで，蓄電システムの電圧 vcs に着目すると，電圧制御方式において，vcs は電圧制御器に

よって直接決定される。一方，電流制御方式においては，もともと制御系自体に vcs を直接決める

働きはなく，それを間接的に担っているのが電流指令値決定パターン（図 2-16）であると考えられ

る。したがって，電流指令値決定パターンの傾きを急峻にする，すなわち図 6-1 における kCrefを大

きくすることで，定電圧特性に近づけることも可能であると推測される。そこで，図 6-5 に電流制御

方式において，kCrefを上昇させた場合の外乱応答におけるゲイン線図を示す。図 6-5 より，kCrefを

上昇させることによって低域のゲインが低減されていることが分かる。このことから，電流制御方式

では，電流指令値決定パターンが vcs に影響を及ぼすことを確認するとともに，kCref 向上が定電圧

特性実現につながることが示された。 

次に，電流制御方式によって，電圧制御方式と同等の電圧特性が実現可能かどうか検討を行う。

これまでの検討で，電流制御方式で kCrefを上昇させていくことによって定電圧特性を示すことが明

らかになった。一方，図 6-1 より kCrefは制御系のフィードバックゲインに相当するため，これが過大

となるとシステムが不安定となることが懸念される。そこで，制御系の安定性を保つ最大の kCrefにつ

いて検討を行うことで，電流制御方式の特性をどこまで電圧制御方式の定電圧特性に近づけるこ

とができるかを明らかにする。ここで，図 6-6 に電流制御方式の動特性解析モデル（図 6-1）の極配

置を示す。なお，図 6-6は 3パターンの kCref（kCref = 0.4, 10, 100）について示している。図 6-6 より，

 

図 6-5. 電流制御方式の外乱応答における kCrefの影響 
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kCref=0.4 の場合はシステムの全ての極の実部が負であるため，制御系は安定であることが分かる。

一方，kCref = 10, 100の場合，システムの極の一部の実部が正となるため，制御系が不安定になる。

したがって，kCrefが過大になった場合，システムが不安定化することが明らかになった。 

以上の考察から，kCref に関して，定電圧特性実現と制御系の安定性のトレードオフ関係があるこ

とが明らかになった。なお，本検討条件では，電圧制御方式と同等の定電圧特性を実現するゲイ

ン（kCref = 10）よりも，安定性の限界となるゲイン（kCref = 0.4）のほうが小さい。したがって，この条件

下では，電圧制御方式に優位性があると考えられる。 

動特性解析において，上記のような電流制御方式・電圧制御方式の特性が明らかになった。ま

た，電流制御方式の制御ゲイン kCrefについて，定電圧特性と制御システムの安定性のトレードオフ

関係があることを明らかにした。以上の結果から，地上蓄電システムの電力制御設計において，電

流制御方式における上記のトレードオフ関係を考慮した上で，両方式を比較してより省エネルギー

化に寄与する制御方式を選定する必要があることを示した。これは，地上蓄電システムの電力制御

設計における設計指針の一つとなり得る。 

 

 

図 6-6. 電流制御方式において kCrefを変化させた際の極配置 

-100

-80

-60

-40

-20

0

20

40

60

80

100

-100 -50 0 50

Real part

Im
ag

in
ar

y 
p
ar

t

kCref = 0.4

kCref = 10

kCref = 100



 

 

第 7章 地上蓄電システムの電力制御法に関する理論検討結果の検証 

91 

 

 

第 7章 

地上蓄電システムの電力制御法に関する理論検討結果の検証 

 

本章では，第 6 章の電流制御方式と電圧制御方式に関する理論検討結果を検証する。具体的

には，動特性解析結果の検証ではミニモデル実験を行い，電流制御方式と電圧制御方式の省エ

ネルギー効果の検証では実スケールモデルを想定した数値シミュレーションによってそれぞれ検

証を行う。 

 

 

 
 

7.1. ミニモデル実験による検証 

7.1.1. ミニモデル実験条件 

実験システム構成および各装置の外観を図 7-1に示す。なお，図 7-1は動特性解析における想

定システム(図 6-3)と同様である。また，実験システムにおける各パラメータは表 7-1～7-4に示す通

りである。 

本研究で用いる実験システムは，Electrical Engineering and Information Technology Department 

of University of Naples Federico IIにおける交通システムに関する研究を行う“TRLab”が所有する

シミュレータを使用する。このシミュレータは変電所を模擬するダイオード整流器，車両駆動系を模

擬する誘導電動機・インバータ，および蓄電装置から成るシステムである。なお，車両駆動系模擬

部の誘導電動機は，ギアを介して車輪に接続されている。また，蓄電装置はリチウムイオンキャパ

シタ(Lithium-ion Capacitor: LiC)を用いている。表 7-4 における電圧制御器の比例ゲイン kvpは時

定数 0.5[s]を実現するように(2.52)式に基づいて理論的に設計できる。また，実験システムにおける

蓄電装置電流制御系の設計においては(2.48)及び(2.49)式に基づいて決定され，ここでは電流制

御系の時定数 Tacrを 10[ms]に設定している。なお，電流制御器のゲイン kcp及び kciは LiCの最大

電流 ILiCmaxで正規化を行った結果を表していることに注意されたい。上記の kvp，kcp及び kciは実

験システムにおけるチューニングによって最終的に決定した。 
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表 7-1. 実験回路定数 

Meaning Symbol Value Unit 

Feeder resistance between substation and 

vehicle 

RL1 0-6 [Ω] 

Feeder resistance between vehicle and ESD RL2 0-6 [Ω] 

FL inductance of ESS Ls 10 [mH] 

FL resistance of ESS Rs 0.1 [Ω] 

FC capacitance of ESS Cs 0.01 [F] 

Inductance of the filter of ESD Lf 1.0 [mH] 

Resistance of filter of ESD  10 [mΩ] 

No-load voltage of substation Vss 510 [V] 

Rated power of the IM - 5.5 [kW] 

Rated power of voltage source inverter - 22 [KW] 

表 7-2. リチウムイオンキャパシタの諸元 

Meaning Symbol Value Unit 

Rated power of DC/DC converter - 20 [kVA] 

Max rated current  ILiCmax 200 [A] 

LiC module equivalent capacitance - 30.5 [F] 

LiC module equivalent series resistance - 43.2 [mΩ] 

LiC module rated voltage - 136 [V] 

LiC module storable energy - 52.7 [Wh] 

Number of series LiC cells - 36 - 

表 7-3. 機械系のパラメータ 

Meaning Symbol Value Unit 

Equivalent inertia Jt 3.71 [kgm2] 

Max speed  1500 [rpm] 

Wheel diameter  0.92 [m] 

Transmission ratio - 3.26 - 

表 7-4. 実験における各制御定数 

Meaning Symbol Value Unit 

NI-DAQ sampling time - 1.0 [ms] 

External control period - 10 [ms] 

Maximum voltage of connecting point to feeder line Vpmax 610 [V] 

Minimum voltage of connecting point to feeder line Vpmin 410 [V] 

Medium voltage of connecting point to feeder line Vpmid 510 [V] 

Maximum charge/discharge current Imax 40 [A] 

Maximum reference voltage of voltage based control Vmax 550 [V] 

Minimum reference voltage of voltage based control Vmin 470 [V] 

Reference voltage in VBC strategy Vmid
* 510 [V] 

Proportional gain of AVR kvp 0.1 [A/V] 

Integral gain of AVR kvi 0.6 [A/V/sec] 

Time constant of AVR Tavr 0.5 [sec] 

Proportional gain of ACR kcp 400 [V/A] 

Integral gain of ACR kcp 5000 [V/A/sec] 

 



 

 

第 7章 地上蓄電システムの電力制御法に関する理論検討結果の検証 

 

94 

 

 

7.1.2. ミニモデル実験結果 

ミニモデル実験における車両模擬部の IMのランカーブを図 7-2に示す。このランカーブは電流

制御方式及び電圧制御方式の場合で共通である。なお，6.2.2 項の理論解析結果と整合をとるた

め，本項で実施する実験においても kCref及び kVrefはどちらも 0.4 と設定している。 

図 7-3に，電圧制御方式における FC電圧実際値 vcsとその指令値 vcs
*の波形を示す。図 7-3 よ

り，vcsは vcs
*に概ね追従していることから，設計した電圧制御器が適切に動作していることが分かる。

なお，1[s]および 24[s]，28[s]付近において vcsと vcs
*に大きく偏差が生じているが，これは図 7-2 に

示した IM のランカーブにおいて，車両の運転状態が力行・惰行・回生にそれぞれ移行するタイミ

ングである。このときに，車両の電流 ivh が急変したことによる影響を受けたため，上記の偏差が発

生したと考えられる。 

図 7-4から図 7-7に，両方式に関する vcs波形の比較，iesdと iesd
*波形の比較，is波形の比較，vesd

波形の比較をそれぞれ示す。図 7-4 より，電流制御方式では vcs が車両の運転状態にしたがって

大きく変動していることが分かる。一方，電圧制御方式では vcsはほぼ一定に制御されている。なお，

この結果は，6.2.2 項の動特性解析結果(図 6-4)とも一致している。電圧制御方式において，このよ

うな定電圧特性を示すことから，図 7-5 および図 7-6 に示した iesd及び isについて，電圧制御方式

の方が電流制御方式よりもより大きい電流を充放電していることが分かる。これは，電圧制御方式

において vcs を定電圧に保つために，蓄電装置の充放電がより効果的に行われた結果であると考

えられる。図 7-7 に示した vesdに関しては，電圧制御方式の方が vesdの変動が大きい。これは，電

圧制御方式の方がより多くの電力を充放電した結果といえる。なお，本検討では蓄電装置のエネ

ルギーマネジメントは考慮していないため，vesd の初期値と最終値は一致していないが，適切なエ

ネルギーマネジメントを行うことで，継続的な蓄電装置の運用が可能である。 

続いて，ミニモデル実験における省エネルギー効果に関する評価を行う。なお，本章では省エ

ネルギー効果を表す指標として(7.1)式を用いる。 

W/esd

sub

W/Oesd

sub

(1 ) 100[%]
E

e
E

        (7.1) 

(7.1)式は，蓄電装置適用前の変電賞出力エネルギーに対する蓄電装置を適用することによる変

電所出力エネルギーの削減量の割合を表すものである。(7.1)式に基づいて計算した結果を図 7-8

に示す。なお，図 7-8 では，両制御方式の制御ゲイン(kCref, kVref)を変化させており，電流制御方式

では 0.1-0.4，電圧制御方式では 0.1-0.5の範囲で変化させている。図 7-8 より，省エネルギー効果

は電圧制御方式の方が高い結果となった。また，電流制御方式では kCrefによって省エネルギー効

果が大きく変動するのに対し，電圧制御方式は kVref によってほとんど省エネルギー効果は変動し

ない結果となった。これは，電流制御方式において充放電電力を kCref によって制限しているため

である。 
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図 7-2. 車両模擬誘導電動機のランカーブ 

 

 

 

 

 

図 7-3. 電圧制御方式における vcsの指令値及び実際値 



 

 

第 7章 地上蓄電システムの電力制御法に関する理論検討結果の検証 

 

96 

 

  

 

 

 

図 7-4. 蓄電システム FC電圧 vcs波形 

 

 

 

 

図 7-5. 蓄電装置電流 iesd波形 
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図 7-6. 蓄電システム電流 iｓ波形 

 

 

 

 

 

図 7-7. 蓄電装置電圧 vesd 
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(a) 電圧制御方式 

 

 

 

 

(b)電流制御方式 

図 7-8. 省エネルギー効果の比較 
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7.2. 省エネルギー効果に関する検証 

7.2.1. 想定システム 

第 6 章と 7.1 節において，電圧制御方式の定電圧特性による充放電電力増加が理論的・実験

的に実証された。そこで本節では，電圧制御方式及び電流制御方式適用時の省エネルギー効果

を検証する。検証に当たっては，実スケールモデルを模擬した数値シミュレーションを用いる。数値

シミュレーションにおいては，き電回路及び車両主回路の回路方程式と車両の運動方程式を刻み

時間ごとに計算を行う。なお，本シミュレーションでは，刻み時間は 100[μs]としている。 

数値シミュレーションにて想定する路線図を図 7-9に，想定する車両性能を表 7-4にそれぞれ示

す。想定路線は全 5 駅で構成されており，路線の一端には変電所が設置され，もう一端に蓄電装

置が設置されている。路線長は 10km であり，各駅間は全て 2.5km に設定されている。なお，本シ

ミュレーションでは路線の勾配及び曲線は考慮していない。また，車両には軽負荷回生制御(図 2-

10)が実装されているものとする。想定路線におけるき電回路定数と車両の軽負荷回生制御に関

する定数を表 7-5に，地上蓄電システムの制御定数を表 7-6に示す。ここでは，上記の路線を 1車

両が Station Aから Station Eまで走行するケースについて検討を行う。想定車両のランカーブと車

両特性を図 7-10 および図 7-11 にそれぞれ示す。なお，シミュレーションにおいて想定する蓄電装

置は 7.1 節で用いていた LiC モジュールを想定する。シミュレーションでは，表 7-2 に示した特性

の LiCモジュールを 6直列，40並列で用いることとする。 

 

図 7-9. シミュレーションにおける想定路線図 
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表 7-4. 想定車両諸元 

Meaning Value Unit 

Number of cars 2 - 

Number of IMs 4 - 

Maximum acceleration 1.2 [km/h/s] 

Maximum deceleration 2.7 [km/h/s] 

Mass of the train 81.4 [t] 

Capacitance of FC 15 [mF] 

Resistance of FL 0.1 [Ω] 

 

表 7-5. き電回路及び回生ブレーキ制御における各定数 

Meaning Symbol Value Unit 

Feeder resistance Re 0.05 [Ω/km] 

Distance between substation and vehicle d1 5.0 [km] 

Distance between vehicle and ESD d2 5.0 [km] 

No-load voltage of substation Vss 1600 [V] 

FL resistance of WESS and vehicle Rs, Rvh 0.1 [Ω] 

FL inductance of WESS and vehicle Ls, Lvh 0.05 [H] 

FC capacitance of WESS and vehicle Cs, Cvh 0.15 [F] 

Voltage to start to apply light-load 

regenerative brake control 

Vclim 1700 [V] 

Voltage to stop applying light-load 

regenerative brake control 

Vcmax 1800 [V] 

Maximum q-axis current for 1 motor I1qmax 150 [A] 

Number of motors of the assumed train - 4 - 

 

 

表 7-6. 蓄電システムにおける各制御パラメータ 

Meaning Symbol Value Unit 

Maximum current of the assumed ESD Imax 8000 [A] 

Maximum reference voltage of voltage based control Vmax 1800 [V] 

Minimum reference voltage of voltage based control Vmin 1400 [V] 

Medium voltage of connecting point to feeder line Vpmid 1600 [V] 

Proportional gain of AVR kvp 0.5 [A/V] 

Integral gain of AVR kvi 20.0 [A/V/sec] 

Duty of DC/DC converter α 0.44 - 

Time constant of AVR Tavr 0.025 [sec] 
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7.2.2. 実スケールモデルの動特性解析 

ここでは，実スケールモデルの各定数を用いて第 6 章と同様の動特性解析を行い，電圧制御方

式の定電圧特性を検証する。動特性解析においては，第 6 章で実施した解析と同様であり，図 6-

1 および 6－２に実スケールモデルおける諸定数(表 7-5 および 7-6)を代入して得られる外乱応答

のゲイン線図で検証を行う。このような解析により得られた外乱に対する動特性を図 7-12 に示す。

なお，動特性解析においては kCref=2.15, kVref=3.5 と設定した。 

図 7-12(a)の電流制御方式の場合のゲイン線図をみると，低周波数領域におけるゲインが電圧

制御適用時よりも高くなっていることが分かる。これは，6.2.2 項で述べたように vcsが ivhに従って変

 

図 7-10. 想定車両のランカーブ 

 

 

図 7-11. 想定車両のランカーブ 
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動することを表している。一方，図 7-12(b)では，低周波数領域のゲインが非常に低くなっている。こ

れも 6.2.2 項での解析結果と同様，vcs が ivh によってほとんど変動しないことを表しており，電圧制

御方式が定電圧特性を持つことが確認できる。 

したがって，実スケールモデルにおいても，第 6 章で明らかにした電圧制御方式の定電圧特性

を持つことが確認された。 

  

 

(a)電流制御方式 

 

(b)電圧制御方式 

図 7-12. 外乱応答のゲイン線図 
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7.2.3. 数値シミュレーション結果 

本項では，7.2.1 項に示した条件に基づいて実スケールモデルを想定した数値シミュレーション

結果を示すとともに，省エネルギー効果について評価を行う。 

まず，図 7-13に蓄電システム FC電圧波形を示す。図 7-13 より，電圧制御方式を適用した場合

は vcs がほぼ一定に保たれており，7.2.2 項で動特性解析から検証した定電圧特性が確認できる。

一方，電流制御方式を適用した場合は，車両の運転状態にしたがって vcsが変動している。図 7-14

に蓄電装置電流波形を示す。この図より，電圧制御方式を適用した場合の方がより大きい充放電

電流となっていることが確認できる。これは，7.1.2項の実験結果と同様，ivhによる vcsの変動を補償

するために，蓄電装置を効果的に充放電することができているためであると考えられる。図 7-15 に

は車両 FC 電圧を示す。この図より，電圧制御方式を用いた場合の方が車両 FC 電圧の変動が小

さくなっていることが確認できる。本シミュレーションでは FC 電圧に基づいて回生ブレーキ力を決

定する軽負荷回生制御(図 2-10)を考慮しているため，回生時には vcvh が低い方が回生電力は大

きくなるため，電圧制御方式のほうがより多くの回生電力を吸収できていると考えられる。図 7-16お

よび図 7-17には蓄電装置充放電電力および車両電力波形をそれぞれ示している。まず図 7-16よ

り，充電時と放電時の双方で電圧制御方式の方が，より大きい電力を得られていることが確認でき

る。一方図 7-17 より，電圧制御方式と適用した場合に回生電力が増加していることが分かる。これ

は，電圧制御方式において vcｖｈを低く保つことができた結果である。 

表 7-8に蓄電装置なし・電流制御方式・電圧制御方式それぞれの場合の回生エネルギーと変電

所出力エネルギーを示す。また，図 7-18 に()式に基づいて算出した省エネルギー効果を示す。な

お，図 7-18 では両方式ともに制御ゲイン(kCref 及び kVref)を変化させたときの省エネルギー効果の

変化をプロットしている。表 7-8 より，電圧制御方式を適用した場合に変電所出力エネルギーが最

小になるとともに，回生エネルギーは最大となった。また，図 7-18より，省エネルギー効果について

も電圧制御方式のほうが電流制御方式よりも高い値をとることが分かる。 

 

図 7-13. 蓄電システム FC電圧 vcs波形 
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図 7-14. 蓄電装置電流 iesd波形 

 

 

 

 

図 7-15. 車両 FC電圧 vcvh波形 
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図 7-16. 蓄電システム充放電電力波形 

 

 

 

 

図 7-17. 車両電力波形 
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表 7-8. 回生エネルギーと変電所出力エネルギー 

Control strategy Regenerative energy [kWh] Output energy of substation [kWh] 

Voltage based control 11.5 10.7 

Current based control 4.5 17.0 

Without ESD 0.0 19.9 

 

 

 

(a) 電圧制御方式 

 

 

(b)電流制御方式 

図 7-18. 省エネルギー効果 
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以上の結果より，実スケールモデルを想定したシミュレーションにおいても電圧制御方式の定電

圧特性が省エネルギー効果の観点から優位性を有していることを確認した。 
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第 8章 

結論 

 

本章では，本研究で得られた成果を総括するとともに，今後の課題について述べる。 

 

 

 

8.1. 本研究のまとめ 

本研究では，直流電気鉄道に接続される電力変換器の制御法に着目し，直流電気鉄道システ

ムの省エネルギー化を実現する方法について研究を行った。特に，以下の 2 つに焦点を当て，回

生エネルギーの有効活用に関する検討を行った。 

(1) 直流電気車の軽負荷回生制御系設計 

(2) 地上蓄電システムの電力制御法 

第 2 章では，直流電気鉄道システムの概要についてまとめた。鉄道車両駆動の基礎となるすべ

り周波数形ベクトル制御，1 パルスベクトル制御について触れるとともに，鉄道車両に特徴的な軽

負荷回生制御，ダンピング制御についても，その概要を述べた。一方，地上蓄電システムについ

ては，2 つの制御方式（電流制御方式・電圧制御方式）について詳細を述べたのち，電流制御方

式を適用している地上蓄電システムの具体例を挙げた。 

まず(1)に対しては，第 3章から第 5章では，回生パワー向上を目的とした軽負荷回生制御系

設計法の提案を行った。具体的には，軽負荷回生制御系の比例ゲイン kpに関する主回路安定

性と省エネルギー効果のトレードオフを考慮し，安定性を保つ最大のゲイン kp を設計する手法を

提案した。 

第 3 章では，設計対象である軽負荷回生制御系の比例ゲイン kpを上げることによる回生パワー

増加効果を検証するため，き電回路の静特性に基づく解析を行った。その結果，負荷の消費電力

が回生電力より小さい場合である”軽負荷回生状態”では kp を上げることによる回生パワー増加は

起こらないが，負荷電力が十分に大きい”遠負荷回生状態”では kp を上げることによる回生パワー

増加効果を静特性解析及び数値シミュレーションによって確認した。 

第 4 章では，本研究で提案する kp設計法について述べた。ここではまず，安定性の観点からワ

ーストケースである高速域の 1 パルスモードを想定した貝瀬ブレーキ制御系全体のモデル化を行

った。導出モデルについては，実スケールのインバータ・モータから構成されるシステムを用いた実
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験結果との比較により，導出モデルの妥当性を検証した。そして導出モデルの極配置から，系が

安定となる範囲で最大の kpを設計する手法を提案した。 

第 5 章では，実スケールの実験システムを用い，提案した kp設計法の妥当性の検証を行った。

その結果，実験においても提案設計法によって得られた安定性を保つ最大の kp は安定であった

ため，提案設計法の妥当性を確認した。 

一方，(2)に対しては，第 6 章及び第 7 章において最大限の回生エネルギー吸収・再利用のた

めの蓄電装置の電力制御法に関する検討を行った。現在実用化または提案されている電力制御

法として“電流制御方式”と“電圧制御方式”があることに着目し，両者の特性について理論的・実

験的な比較を行った。 

第 6 章では，両方式の動特性に関する解析を行った。その結果，電圧制御方式における定電

圧特性を明らかにし，この特性によって電流制御方式よりも蓄電装置の充放電電力を増加させるこ

とが可能であることを示した。また，電流制御方式の制御ゲイン kCref について，電圧制御方式のよ

うな定電圧特性と制御システム安定性のトレードオフ関係があることを明らかにした。以上の結果か

ら，地上蓄電システムの電力制御設計において，電流制御方式における上記のトレードオフ関係

を考慮した上で，両方式においてより省エネルギー化に寄与する制御方式を選定する必要がある

ことを示した。これは，地上蓄電システムの電力制御設計における設計指針の一つとなり得る。 

第 7 章では，ミニモデル実験においても，理論検討結果と同様の電圧制御方式の定電圧特性

及びそれによる充放電パワーの増加効果を確認した。また，実スケールモデルを模擬した数値シミ

ュレーションを実施し，上記の定電圧特性により，電流制御方式に対して省エネルギー効果が向

上することを確認した。以上の検討により，電流制御方式よりも電圧制御方式の方が蓄電装置の充

放電電力を大きくすることが可能であるとともに，地上蓄電システム導入時の省エネルギー効果を

高めることが明らかにした。 

 

本研究では，直流電気鉄道システムの省エネルギー化における以下の課題の解決に取り組ん

だ。 

 

 軽負荷回生制御系の設計において，これまで安定性の観点からワーストケースとなる高速

域までカバーできる実用的な設計法が提案されてなかった。そこで本研究では高速域にお

ける軽負荷回生制御系のモデル化を行い，導出モデルに基づく軽負荷回生制御系設計

法を新たに提案した。 

 地上蓄電システムの電力制御法において，これまで電流制御方式と電圧制御方式の双方

が個別的に議論されており，両方式の理論的・実験的な比較は行われてこなかった。本研

究では両方式の動特性解析によって，電圧制御方式の定電圧特性を明らかにし，充放電

パワーの増加及び地上蓄電システムの省エネルギー効果向上に寄与することを実証した。

また，電流制御方式における制御ゲインに関する定電圧特性と安定性のトレードオフ関係

を明らかにし，地上蓄電システムの電力制御法の設計指針を示した。 
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8.2. 今後の課題 

今後の課題を以下に示す。 

 本研究では，回生中の負荷急変による主回路の不安定現象について解析を行ったが，回

生車・力行車・変電所間の相対的な位置関係によってはき電回路が負性抵抗特性を示し k

系が不安定となることが知られている。軽負荷回生制御系の総合的な設計法を確立するた

めには，上記要因による不安定現象の解析も行う必要がある。 

 本研究では，地上蓄電システムの電力制御方式について基礎的な検討を行った。最終的

には，地上蓄電システムの設計法を確立する必要があり，以下のような課題が挙げられる。 

(a) 蓄電装置のエネルギー容量設計法の確立 

(b) 蓄電装置の最適な設置位置の決定法 

 

上記の課題を解決することで，直流電気鉄道システムの更なる高効率化に寄与することが期待さ

れる。 
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